
平成28年10月25日

各郡市地区医師会長様

福島県医師会

会長高谷雄三

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種

(国民生活・国民経済安定分野)の登録申請について(通知)

このことについて、福島県保健福祉部健康増進課長より別紙のとおり通知があり

ました。

つきましては、貴会におかれましても本件についてこ了知の上、貴会管下関係医

療機関への周知についてご高配願います。

なお、本件については当会ホームページにも掲載を予定しておりますことを申し

添えます。

(担当:業務課渡邊恵/TELO24-522-5191/FAXO24-521-3156)

【文書管理システム登録・会員宛通知フォルダ】



28健第4864号

平成28年10月7日

一般社団法人福島県医師会長様

福島県保健福祉部健康増進課長

(公印省略)

新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定に基づく特定接種

(国民生活・国民経済安定分野)の登録申請について(通知)

本県の新型インフルエンザ対策の推進につきましては、日頃より御協力いた

だき、感謝申し上げます。

このことについて、厚生労働省より下記のとおり通知及び事務連絡がありま

したのでお知らせします。

つきましては、国民生活・国民経済安定分野の登録が円滑に行われるよう、

御協力をお願いします。

記

1.厚生労働省健康局長通知健発0106第6号

「新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定に基づく特定接種の登録に

係る告示の一・部改IE及び特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録要

領について」

2.厚生労働省健康局結核感染症課新型インフルエンザ対策推進室事務連絡

「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種(国民生活・国民

経済安定分野)の登録について」

3.厚生労働省健康局結核感染症課新型インフルエンザ対策推進室事務連絡

「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種の登録について」

(事務担当主事有間咲恵電話024-521-7238)



事務連絡

平成28年9月26日

各都道府県衛生主管部(局)

新型インフルエンザ対策担当課御中

(各都道府県及び地方自治体特定接種の登録申請内容の確認を行う担当部署御中)

厚生労働省健康局結核感染症課

新型インフルエンザ対策推進室

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種の登録について

新型インフルエンザ等対策の推進につきましては、日頃から御協力を賜り厚く御礼

申し上げます。

新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年法律第31号)第28条に基づく

特定接種(以下「特定接種」という。)の登録については、平成28年1月6日付け当

室事務連絡「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種(医療分野)の

登録について」及び「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種(国民

生活・国民経済安定分野)の登録について」、平成28年3月3i日付け当室事務連絡

「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種(公務員)の報告について」

を発出し、周知等を依頼したところですが、国民生活・国民経済安定分野の一部を除

き、申請の開始を延期とさせていただいておりました。

これは、申請内容を確認いただく管理者のルート追加に関する御要望などを反映す

るため、大幅なシステムの改修を行ったことに伴うものであり、関係者の皆様には御

迷惑をお掛けいたしました。

今般、別添スケジュールのとおり、申請の再開に向けた準備が整いましたので各都

道府県におかれましては、お手数をお掛けいたしますが、管内の市町村及び特別区、

事業者に再度周知いただくとともに、特定接種の登録に向けた所要の作業への御協力

をお願いします。



別添

○登録のスケジュール

・各業種及び公務員の登録申請又は報告の受付開始

・登録申請又は報告の締切

・各業種の担当府省庁による内容確認の締切

締切①

締切②

締切③

平成28年10月14日

平成29年1月5日

平成29年1月25日

平成29年2月14日

平成29年3月6日

※各ルート別の締切日については、別紙「確認締切日一覧表」を御参照下さ

 い。

※確認者が複数ある場合は、事業者への早期申請の働きかけ及び各確認者の

早期確認への御協力をお願いいたします。

※震災・災害等特段の理由により締切日を超過する場合は、別途御相談願い

ます。

※システム操作に関するお問い合わせは、ヘルプデスク(特定接種管理シス

チム業者:スリー八ンズ株式会社)までお願いします。

TELO3-5510-3318

【照会先】'

厚生労働省健康局結核感染症課

新型インフルエンザ対策推進室

担当者:渡邊・山崎

↑ELO3-3595-3426

FAX:03-3506-7325

E・・mail:test-tokutei@mhlw.go.jp



確認締切日一覧表(医療分野、国民生活・国民経済安定分野)

            No.担当府省串業No.事業の種類公務員区分3該当事業の種類の細目①事業の種類の細目②壇方公蔓団体怖町村)埴方公巽団体(郁道府渠》関係府省庁(地方分支局)関保府省庁(原躁)4月15申謂閲
            1厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事業○病院道府県}曾(1125〆切)一1;・(2114〆切}
            2厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事業〔,病院保健所設置市(特別区を含む.)①〔1!25〆切}¶一一壱(2!14〆切)
            3厚生労働省1新型インフルエンげ等医療提供を行う事業・東京都つ病院東京都一}一}「.五1〔1125〆切)一・Σ《2114〆切)
            4厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事業○診療所(歯科診療所を除く.)都道府県一工・(1125〆切》一②〔2114〆切}
            5厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事業o診療所(歯科診療所を除く。)保健所設置市(特別区を含む。)①{1125〆切}一■α・(2!14〆切}
            6厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事業つ歯科診療所都道府県.■F↓〔1125〆切)一馨・(2114〆切)
            7厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事業○歯科診療所保健所設置市(特別区を含む.),Φ〔1!25〆切)一一②(2!14〆切)
            8厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事業CI鯛都道府県■②・`1125〆切)■②〔2114〆切)
            9厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う単巣○絹保健所設置市(特別区を含む.)①に!25〆切⊃■一②(2/14〆切)
            10厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事巣Q訪問看護ステーション道府県一Tはノ25〆切}一②〔2/14〆切}
            11厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事業o訪問看護ステーション保健所設置市(特別区を含む。)①はノ25〆燭}一一⑫(2/14〆切}
            12厚生労働省1新型インフルエンザ等医療提供を行う事業・東京都○訪問看護ステーション東京都一「二1・(1/25〆切)一②(2114〆切)
            13厚生労働省2震大緊急医療提供を行う事業○病院道府県層9薯(1125〆切)一②`2/14〆切⊃

            14厚生労働省2重大緊急医療提供を行う事業(⊃病院保健所設置市〔特別区を含む。)①【1/25〆切}■一②(2114〆切}

            15厚生労働省2重大緊急医療提供を行う事業・東京都o病院鯨都一「ユ{1!25〆切}一ぽ(2114〆切}
            16厚生労働省2重大聚急医療提供を行う軍業o診療所(歯科診療所を除く。)都道府県噸∫・(1ρ5〆切)「一②に114〆切}
            17厚生労働省2重大緊急医療提供を行う車業o診療所(歯科診療所を除く。)保健所設置市(特別区を含む。)①11ρ5〆切}9一甲②(2/14〆切)

            18厚生労働省2重大緊急医療提供を行う事業○助産所都道府県一噛「ユ,〔1/25〆切}一Φ12114〆切}

            19厚生労働省2重大緊急医療提供を行う箏業o助産所保健所設置市〔特別区を含む。)①【1/z5〆切}■一②(2/14〆切}

            20厚生労働省ヨ社会保険・社会福祉・介護事業○介護保険施設事榮所、施設の指定申謂、届出先:都道府県一ユ・〔1125〆切)一②`2/14〆切}

            21厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業c・介護保険施設事業所、施股の指定申請、届出先:政令指定都市①ほノ25〆切}一一円②工2/14〆切)
            22厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業o介護保険施設事業所、施殴の指定申請、届出先:中核市①{1/z5〆切}一99一②(z/14〆切}
            23厚生労働省3社会保険・社会福祉・介腰事業o指定居宅サービス事業事業所、施設の指定申謂、届出先:都道府県一4・〔1ρ5〆切}一②(2/14〆切⊃

            24厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護車業o指定居宅サービス事業準業所、施設の指定申請、届出先:政令指定都市Fl1,`1125〆切,P幽一②Ωノ14〆切}
            25厚生労働省3社会保険・社会福祉・介騨業○指定居宅サービス事業事業所、施設の指定申請、届出先:中核市①{11z5〆切}一一砲・(2μ4〆切)

            25厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護學業o掴定地域密着型サービス事業Φ{1/25〆切},.一汀ユ・〔1ρ5〆切》胴②(z114〆切}            27厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業○老人福祉施設事業所、施設の指定申請、届出先:都道府県一噛},『　1一L「　匿一一嬢1(2114〆切〕

            28厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業o老人福祉施設事業所、施設の指定申請、届出先:政令指定都市闇ψ11!25〆切,圏一ワの12!14〆切}
            29厚生労働省3社会保険・社会福祉・介順學業○老人福祉施設享業所、施設の指定申請、届出先:中核市Φ`1125〆切)一一・2・(2114〆切)

            30厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業○有料老人ホーム翠業所、施設の指定申請、届出先;都道府県旧玉・にノ25〆切)一磯・にノ14〆切}

            31厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護拳業o有料老人ホーム事業所、施殿の指定申請、届出先:政令指定都市①{1/Z5〆切}團一②(2/14〆切}
            32厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業o有料老人ホーム學業所、施設の指定申請、届出先:中核市Φ〔1!25〆切}一一②(2/14〆切}

            33厚生労働省3社会保険・社会福祉・介匪駆業○障害福祉サービス事業居宅介護①に!Z5〆切}:a(2μ4〆切}一13〔316〆切】

            34厚生労働省3社会保険・社会福祉・介腰事業o障盲福祉サービス事業重度訪問介護14'11125〆切}↓12/14〆切)一・⊃(3/6〆切}

            35厚生労働省3社会保険・社会福祉・介頭事業○障習福祉サービス事業同行援護①に!25〆切}謙`2114〆切)■o〔3/6〆切}

            36厚生労働省3社会保険・社会福祉・介騨業0障醤福祉サービス事業行動援護①〔1!25〆切}こ(2/14〆切}曜遷〔316〆切)

            37厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業○障暦福祉サービス事業共同生活援助①`1!25〆切}誕〔2114〆切)■Q(3!6〆切》

            38厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業o輝冒者支援施設障碧者支援施設①{11z5〆切}ユ1(Z!14〆切》■G{315〆切)

            39厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業0障習児入所支援施設福祉型障蒼児入所施設Φ〔1!25〆切)ユ(2114〆切)一O{3/5〆切Σ

            40厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業○救護施設事業所、施設の指定申請、届出先:都道府県一瓠'{1/25〆切)一ユ・(2ハ4〆切)

            41厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護亭業o救護施設軍業所、施設の指定申請、届出先:政令指定都市像1(1125〆切}一層②(2114〆切}
            42厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護夢業○救護施設事業所、施設の指定申請、届出先:中核市①に125〆切}■一O(2ハ4〆切}

            43厚生労働省3社会保険・社会福祉・介護事業o児童福祉施設夢業所、施設の指定申請、届出先:都道府県一争(1/25〆切}一磯・(2114〆切}

            僻厚生労働省3社会保険・社会福祉・介謹拳業Q児重福祉施設事業所、施設の指定甲謂、届出先:市①に125〆切}一一②(2/14〆切〕

            45厚生労働省4医薬品・化粧品等卸売業医薬品卸売販売業一一一ユα125〆切}

            46厚生労働省5医薬品製造業医薬品製造販売業一■一工(1!z5〆切)

            47厚生労働省5医薬品製造業医薬品製造業一開■工(1125〆切)

            48厚生労働省6医療椥器修理業医療機器修理業■一一皇(1/25〆切)

            49厚生労働省7医療機器販売業医療機器販売業一一一工(二125〆切⊃

            50厚生労働省8医療槌器貸与業医療機器貸与業一一闇置(1/25〆切)

            51厚生労働省9医療機器製造業医療機器製造販売業一一一ユ(1!25〆切}

            52厚生労働省9医療機器撰造業医療機器製造業一團■1(1!z5〆切)

            53厚生労働省10再生医療等製品販売業再生医療等製品販売業一一一②・に125〆切)

            54厚生労働省11再生医療等製品製造業再生医療等製品製造販売業一一一工(1ρ5〆切}

            55厚生労働省11再生医療等製品製造業再生医療等製品製造業■■一包(1125〆切}

            56経済産業省12糠○がス業岐阜県・中部経済産業局電力・ガス事業北陸支局電力・がス課一況・(1/25〆切》一馨(2!14〆切)
            57経済産業省12ガス業()かス業静岡県・関東経済産藁局資源エネルギー環境部ガス翠業課■レ〔1125〆切)甲・》(z114〆切)

            F



            No.担当府省事業No.事榮の種類公務員区分3該当拳業の種類の細目①事業の種類の細目②壇方公典団体(市町村}壇方公薬団体(郁道府県}関係府雀庁(地方分支賜)関保府省庁(原課⊃
            58経済産業省12糠cIガス業その他■幽髄①(11z5〆切)②(2!14〆切)

            59財務省13銀行業(中央銀行、政府開係金融機関)中央銀行一一一「L(1/25〆切)
            60財務省13銀行業(中央銀行、政府関係金融機関)政府関係金融機関(沖縄振興開発金融公庫を除く。)一一一雲{1!25〆切)■
            61内閣府13銀行業(中央銀行、政府関係金融機関)沖縄振興閣発金融公庫総務部総務課一一■111/25〆切⊃
            6Z国土交通省14空港管理業⊂1空港機能施設事業航空局管内一一コじ〔1!25〆切}

           

            64国土交通省14空港管理業o空港機能施設事榮大阪航空局管内一需,・1・(1125〆切}②に114〆切)「一一.L}　}一
            65国土交通省15航空輸送業o繊航空局管内一一一ユ(1125〆切}

            66国土交通省15航空輸送榮つ脳東京航空局曹内一一一一①11/25〆切)Φ(2/14〆切}

            67国土交通省15航空輸送業(、鵬大阪航空局管内一一①ほ!25〆切)②(Z/14〆切}

            68国土交通省16水運業外航海還業齢一一砿(1!25〆切)

            69国土交通省16水運業船舶驚渡業外航船舶貸渡業一一圏rに125〆切}

            70国土交通省16水運業船舶貸渡業内航船舶貸渡業胴一一,伍はノ25〆切)

            71国土交通省16水運業沿海海運業一般旅客定期航路事業一一一竃`1125〆切}

            72国土交通省16水運業沿海海運業内航海運扇業一鴨一'1・(1/Z5〆切)

            73国土交通省16熾内陸水運業一般旅客定期航路覇業一一■↓(1125〆切}

            74国土交通省16熾内陸水運業内航海運事業一騨一①αρ5〆切)

            75総務省17通信業固定亀気通信業①電鼠通信辱環法第16条第1項の規定による届出をした者に限る.噛一一鷹.〔1125〆切}
            76総務省17通信業固定電気通信業z:、式会社及びNTTコミュニケーションズ株式会社に限一刷一1(鼠ノ25〆切}

            77総務省17通信業固定電気通信業③①又は②のいずれにも該当しない養,一一卿ξ41/25〆切}

            78総務雀17通信業移動電気通信榮①電気通信事業法第16条第1項の規定による届出をした者に限る。一■隔「工{1/25〆切⊃
            79総務省17通信業移動電気通信業②株式会社NTTドコモに限る.圃■■〔lU125〆切)

            80総務省17通信業移動電気通信業③①又は②のいずれにも該当しない者。幽閑■4(1/25〆切}

            81国土交通省18轍○轍一一北湖道逼輸局①{125〆切)②{2114〆切}
            東北運輸縄①〔1Z5〆切)

            北陸儒越運翰隔①(125〆切)r一
            関粟逼職局{125〆切}
            中部運輸局4・〔125〆切}

            近畿運翰局↓L墜篁り_中国運翰局4)`125〆切)
            四国運輸局↓)(125〆切)
            九州運輸局↓(125〆切}

            内閣府沖縄総合寧麹局鳳(11Z5〆切}
            82経済産業省19糠○電気業凹■一亀(1125〆切》

            83国土交通省20道路貨物運送業一般貨物自動車運送業一一一亀』(1ρ5〆切⊃

            84国土交通省21道路旅客運送業o一般乗合旅客自動寧運送業一一一亀.(1'25〆切)

            85国土交通省21道路旅客運送業.○患者等搬送串業騨一一1置〔1125〆切)

            86総務省22放送業公共放送集一■一亀9《1125〆切)

            87総務省22放送業民間放送業デレビジョン放送業(衛星放送業を除く。)ラジオ放送業(衛星放送業を除く。)一一■1(1125〆切}
            88総務省Z2隙民問放送業衛星放送業一一一霊にノ25〆切)

            89総務省23鰍騰一一一急』(1125〆切)

            90経済産業省24映像・音声・文字情報制作業新聞業■閥一￠にノ25〆切)

            91金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、展林水産金融業}銀行都市・信託・その他銀行、外国銀行支店『■一雀〔1125〆切)
            92金融庁25鍛行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業}銀行ゆうちょ銀行■一一②{2/14〆切}
            93蜥25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)銀行整理回収機構一■一②(2/14〆切}
            94金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金題蝶)銀行地方・第二地方銀行(埼玉りそなを含む。)一一①(1125〆切,⑦(2/14〆切,

            95金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金)中小企業等金融業(商工粗合中央金庫を除く。)信金中央金庫一一一.凹一-甲「...回.-・一P「①〔1125〆切》②(2114〆切)            96欝25銀行集(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業(商工組含中央金庫を除く。)信用金庫■一②(21糾〆切)
            97蜥25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業〔商工組合中央金庫を除く。)信用金庫・北海道財務局一禰①にノ25〆切)②(2114〆切}
            98金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業尋金融業(商工組合中央金庫を除く.)信用金庫・函館財務事務所■一①〔1125〆切)②(2114〆切,
            99金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業(商工緯合中央金庫を除く.)信用金庫・旭川財務事務所口一①11/25〆切}②(2114〆切}
            100蜥25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業}中小企業等金融業〔商工組合中央金庫を除く.)信用金庫・釧路財務事務所一一①11!25〆切}α,(2!14〆切}
            101金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業(商ユ:組合中央金摩を除く。)信用盆庫・帯広財務事務所一一①{1125〆切,②(2!14〆切}
            102金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業〔商工組合中央金庫を除く。)信用金魔・小樽出張所■一①{1125〆切⊃②(2/14〆切}
            103金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業(商工組合中央金庫を除く。)信用金庫・北見出張所一一①`ニノ25〆切,②〔2/14〆切}
            104蜥25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業(商工組合中央金庫を除く。〉全国信用協同信用組合連合会一一脚,④〔1ρ5〆切)
            105金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業(商工組合中央金庫を除く.)信用組合一一①にノZ5〆切}OI(2114〆切)
            106蜥25銀行業(銀行、中小企業等金融藁、農林水産金融業)中小企業等金融業(商工組合中央金庫を除く。)信用組合・北淘道財務局一一,①`1!25〆切}②(2!14〆切露



            107金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業〉中小企業等金融業(商工組合中央金庫を除く。)信用組合・函館財務串務所陶一①(1125〆切)②〔2/14〆切)
            108金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業〔商工組合中央金庫を除く。)信用組合・釧路財務事務所一一工1(1!25〆切)②に114〆切)
            109金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業〔商工組合中央金庫を除く.)信用組合・帯広財務事務所一一①〔1125〆切)・Σ・(2/14〆切》
            110金融庁25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業(商工組合甲央金庫を除く。)労働金庫連合会一一一工(11z5〆切》
            111金融庁25銀行樂(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企業等金融業(商工組合中央金庫を除く.)労働金庫一一①(1125〆切}一一闇を・{2/14〆切}
            112経済産業省25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)中小企樂等金融業〔商工組台中央金庫に限る.)帽一一1(1!25〆切)
            113農林水産省25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)農林水産金融業(展林中央金庫、北海道信用農業協同組合連合会)一一■回}T(1125〆切》
            114農林水産省25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)展林水産金融業(信用農業協同組台漣合会(北海道を除く.))一一①〔1125〆切}'Σべ2/14〆切,
            115農林水産省25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融彙)農林水産金融業(農業協同組合(北海道の地域において信用嶺榮を行うものに限る。))一工(1/25〆切}暉②(2114〆切)
            116農林水産省25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融樂)農林水産金融業(展業塙同組合(北海道以外の地域において信用事業を行うものに限る。)一{}{1/25〆切}12・lZ114〆切)O・〔3/6〆切}
            1工7農林水産省25銀行業(銀行、中小企業等金融樂、農林水産金融業)農林水産金融業信用漁業協同組合連合会(京都府及び沖縄県を除く。)一一一一一1τ(1125〆切⊃
            118農林水産省25銀行業(銀行、中小企業等金融業、展林水産金融業)展林水産金融業信用漁業協同組合運合会〔うち京都府信用漁藁温同組合連合会に限る.)一'1・`1!25〆切)一,`ユ・(2!14〆切)
            119農林水産省25銀行業(銀行、中小企業等金融業、膿林水産金融業)農林水産金融業信用漁業協同組合運合会(うち沖縄県信用漁業協同組合運合会に限る。)囎■一置,一一①{1125〆切}囁②{2/14〆切}
            120農林水産省25銀行業(銀行、中小企業等金融業、農林水産金融業)展林水産金融業漁業協同組合〔信用奪環に係るものに限る。)■1・(1!25〆切)一②(2114〆切)
            1Z工国土交通省26河川管理・用水供給業()河川管理業一一一門1(1/25〆切}

            122国土交通省26河川管理・用水供給業()用水供給業一一一工(1/Z5〆切}

            123経済産業省27工業用水道鑑C」工業用水道業■一層1(1/25〆切}

            124国土交通省28下水道榮Q下水道処理施設維持管理業一一一茎〔1125〆切}

            125国土交通省Z8下水道業o下水道管路施設維持管理業一一一三(1!25〆切)

            126厚生労働省z9上水道業○上水道業一一一一ユ(1!25〆切,

            1Z7金融庁30金融証券決済事業全国銀行資金決済ネットワーク全国銀行資金決済ネットワーク圏一一'L〔1125〆切}

            128金融庁30金融証券決済事業金融決済システム統合ATMスイッチングサービス■一一曽↓{1!25〆切}

            129金融庁30金融証券決済事業金融決済システムマルチペイメントネットワーク一用層一一↓(1ρ5〆切)

            130金融庁30金融証券決済事業金融決済システム外国為替円決済}一一.}一一1(1/25〆切}

            131金融庁30金融証券決済事業金融決済システム金国銀行個人信用情報センター一一一ユ(1125〆切⊃

            132金融庁30金融証券決済事業金融決済システムCLS、SW工FT一需一1(1/25〆切}

            133金融庁30金融証券決済革業金融決済システム短資会社一胃一■1〔1125〆切}-F・一一
            134金融庁30金融証券決済事業金融決済システム手形交換所一幡■111!25〆切)

            135蜥30金融証券決済甲業金融決済シスデム電子債権記録機関一一■一一一「四烹{1125〆切)一.一一一}一一
            136金融庁30金融証券決済軍業金融決済システムしんきん情報システムセンター、しんきん共同センター、情報サービス一■一よ(1125〆切)
            137金融庁30金融証券決済軍業金融決済システム信組情報サービス、メイプルひろしま一一一貫(1!25〆切}

            138蜥30金融証券決済箏業金融決済システム全国漁協オンラインセンター■■一1(1/25〆切}

            139金融庁30金融証券決済事業金融商品取引所等一一鼎ユにノZ5〆切}

            140金融庁30金融証券決済事業金融商品取引精算機関一凹一1:(11z5〆切⊃

            141金融庁30金融証券決済事業振替機関一一一工(1125〆切)

            142経済産業省31石油・鉱物卸売業石油卸売業石油卸売業(LPを含む)一一一}1(1/25〆切)

            143経済産業省31石油・鉱物卸売業石油卸売業石油卸売業(LPを除く)一■一￡(1125〆切)

            144経済産藁省32石油製品・石炭製品製造業石油精製業一■闇二(1125〆切)

            145経済産業省33熱供給業熱供給業一一一「よ(1!25〆切》

            146経済産業省34飲食料品小売業コンビニエンスストア一一騨ユ(1125〆切)

            14フ農林水産省34飲食料品小売業各食料品小売業一一一1(1/25〆切)

            148経済産業省35各種商品小売業百貨店・総合スーパー■一一亀(1/25〆切}

            149農林水産省36食料品裂造業缶詰・農産保存食料品製造業圏『一裏(1!25〆切}

            150農林水産省36食料品製造業精穀・製粉業(精米業、米粉製造業)一一一ユ(1/25〆切)

            151農林水産省36食料品製造業精穀・製粉業(精麦業、小夏粉製造業)一騨一X(1/25〆切)

            152農林水産省36食料品製造業精殿・製粉業(そば粉製造業)團一一i(ユρ5〆切)

            153農林水産省36食料品製造業精殿・製粉業(大豆粉、とうもろこし粉、その他穀粉製造業)一一一ユ(1125〆切}

            ま54農林水産省36食料品製造業パン・菓子製造業〔パン製造業}一一一.ユ(1125〆切}

            155農林水産省36食料品製造業パン・菓子製造業(菓子製造業〉一一一1(1!25〆切)

            156農林水産省36食料品製造業レトルト食品製造業騨一一工(1125〆切⊃

            157農林水産省36食料品製造業冷凍食品製造業■一一乳(1/25〆切)

            158農林水産省36食料品製造業めん類製造業一一層工(1125〆切)

            159農林水産省36食料品製造業処理牛乳・乳飲料製造業一一一工〔1125〆切}

            160農林水産省37飲食料品小売業食料品スーパー一一一工(1125〆切}

            161農林水産省37飲食料品卸売業食料・飲料卸売業一一噂ユ(1125〆切)

            162農林水産省37飲食料品卸売業卸売市場関係者一■騨　,λ(1/Z5〆切)

            163経済産業省38燃粋」、売業(LPガス及びガソリンスタンドに限る。)燃料小売業一一學冗(1ρ5〆切)
            164経済産業省39その他の生活関連サービス業冠婚郷祭業冠婚葬祭互助会一一①(1125〆切)「n⇔(2/14〆切}

            「一



           No.担当府省事業No.事業の種類公務員区分3該当事業の種類の細目①串業の種類の細目②地方公共団体〔市町村)塊方公共団体(都道府県}関係府省庁(地方分支縄)関係府省庁(原課)
           165経済産業省39その他の生活関連サービス業冠婚葬祭業全日本葬祭業協同紹合運合会一一一1-一一②(2/14〆切)."一一
           166厚生労働省39その他の生活関連サービス業(二,火葬・墓地管理業■量〔1125〆切)一幽1(1125〆切}囲
           157経済産業省40その他小売業ドラッグストア一一圏'ユ(1!25〆切)一.一L「「L噌
           168環境省41廃棄物処理業()産業廃棄物処理業許可自治体:政令市①(ユ125〆切}一一②(2/14〆切)

           169環境省41廃棄物処理業o産業廃棄物処理業許可自治体:都道府県一①(1/25〆切)一②(Z114〆切}

4月15日

申餉開始



確認締切日一覧表(公務員)

         NO.担当府省庁事業の種類事業の種類の細目①廓嬢の種姻の綱目②地方公薬団体(市町村)埴方公薬団体(馨遭府環)関係府省庁(地方分支分部周)確認を行う府省庁

         1一政府対策本部の意思決定、総合調整等に関する事務政府対策本部員一一一一①(1125〆切)内閣官房斬饗イン7ルエンザ等対策室
         2一政府対策本部の事務政府対策本部事務局職員一一一一①{1/25〆切}内閣官房新型イン7ルエンザ等対策塞
         3一政府が行う意思決定・重要政策の企画立案にかかわる業務、閣議関係事務内閣官房職員(官邸・閣議関係職員)一一一一￠〔1125〆切)内閣竃房斬盈インフルエンザ辱対簾室
         4一政府対策本部の意思決定に必要な専門的知見の提供基本的対処方針等諮問委貝一一一一①(1/Z5〆切}内閣實房斬型インフルエンサ尊対策童

         5一各府省庁の意思決定・総合調整に関する事務(秘欝業務を含む。)各府省庁政務三役(大臣・副大臣・大臣政務官)一一一一①(1125〆切)内閣富房斬擢インフルエンザ等対簾塞
         6一秘儒官一一一一①(1125〆切}内閣官房斬型イン7ルエンサ等対藁憲

         7一各府省庁の新型インフルエンザ等対策の中核を担う本部學務各府省庁対策本部構成闘・各府省庁対策幹事会構成員・各府省庁対策本部畢務局担当者一一一一①(ユρ5〆切)内闇1闘新国インフルエンザ導対簾寳
         10一諸外国との運絡調整、在外邦人支援在外公館職員一一一一⑦(1125〆切》内闇實房新邑インフルエンザ導対簾塞

         11一検疫・動物検疫・入国管理・税関の強化(検疫実施空港・港における水際対策・検疫拳務)検疫所職員一一一一①〔1125〆切}内閣1房斬蟹インフルエンザ聴対簾宣         12一動物検疫所職員一一一一①〔1!Z5〆切}内掴富溺斬蟹インフルエンザ聯対簾塞
         13一入国曹理局職員一一一噌①〔1!25〆切)内闇實房斬■インフルエンサ蔦対簾寳
         14一税関職員一一一一①(1!25〆切}内■寓房願塵インフルエンサ聯対餓宣
         15一国内外の情報収築・検査体制の整備・ワクチン製造株の開発・作製国立感染症研究所職員一一一一①〔1125〆切}内躍h喀房斬謬寵インフルエン鯛摩㎜
         16一緊急の改正が必要な法令の審査、解釈(行政府)内閣法制局職員一一一一①(二ρ5〆切}内闇1房斬濯インフルエンサ尊対鏑躍
         17一都道府県対策本部の意思決定、総合調整等に関する事務都道府県対策本部員一一一一￠{1125〆切}内擢岡喀房斬蟹インフルエンサ聯対簾箪
         18一都道府県対策本部の事務都道府県対策本部亭務局職員一一一一①(1/Z5〆切}内禰冒房騨湿インフルエンザ聯対簾宣
         19一市町村対策本部の意思決定、総合調整等に関する事務市町村対策本部員一一Φ(1/Z5〆切)一②〔2114〆切}内闇官溺卿闇1インフルエンザ尊対簾宣
         20一市町村対策本部の事務市町村対策本部亭務局職員一一㊤に125〆切}一②〔2114〆切}内閣窩房騨濯インフルエンサ導対簾■
         21一新型インフルエンザウイルス性状解析、抗原解析、遺伝子解析、発生流行状況の把握地方衛生研究所職員一一一一①(1125〆切}厚隻労働省健口局健康■

         22一住民への予防接種、帰国者・接触者外來の運営、疫学的調査、検体の採取保健所職員一一一一①【1125〆切)厚3…労働嘗健藤燭健康隙         23一市町村保健師一一一一①〔1125〆切)厚生労働雀側贋縄働瞑課
         24一市町村保健センター職員一一一一①【1/25〆切}県集労働省働■局健原隙

         25一新型インフルエンザ等対策に必要な法律の制定・改正、予算の議決、国会報告に係る審議(秘●業務を含む。)国会議員一一一一①{1/25〆切}内閣1房蔚屋インフルエンザ尊対簾塞
         26一国会繊員公設秘雪(政策担当秘碧、公設第一秘露、公設第二秘需)一一一一￠(1125〆切》内■団■房馴鴨インフルエンサ導対繁塵

         27一新型インフルエンザ等対策に必要な都道府県、市町村の予算の議決、議会への報告地方議会議員郁這府県一一一α〔1/25〆切}内闇富房噺恩インフルエンザ確対簾塞
         28一市町討一σ・にノ25〆切)一②〔2!14〆切)内■竃房斬蟹インフルエンザ聯対簾塞

         29}国会の運営衆議院事務局職員一一一一①〔1125〆切}内閣宮房卿濯1インフルエンザ辱対簾塞
         30一参議院事務局職員一一一■①〔1!25〆切)内闇房インフルエンザ尊対簾置

         31一地方議会の運営地方議会関係職賓都週府県一一一￠(工!25〆切)内闇官房新壇イン7ルエンザ尊対纏
         32一市町村一"・{11Z5〆切}一②(2!14〆切)内■闇房斬蟹インフルエンザ尊対簾置

         33一緊急の改正が必要な法令の審査、解釈(立法府)衆議院法制局職員一一一一￠(1/25〆切}内閣富房斬屋インフルエンサ聯対簾塞
         34一参議院法制局職員一一一一①〔1!25〆切》内闇1房斬蟹イン7ルエンザ辱対1慮■
         35一令状発付に関する畢務裁判所職員一一一『①〔1125〆切)内賦窩房斬蟹インフルエンザ導対銅贅
         36一勾留請求、勾留状の執行指揮等に関する事務検察官一一一一①(1!25〆切}内●1房イン7ルエンザ聯対簾竃
         37一刑事施設等(刑務所、拘置所、少年刑務所、少年院、少年鑑別所)の保安警備刑事施設等職員一一一一①(1125〆切}内閣官房新屋インフルエンサ辱対策塞
         38一医療施設等の周辺における警戒活動等、犯罪の予防・検挙等の第一線の警察活動警察職員一一一一①〔ニノZ5〆切}内閣1房縣盤インフルエンザ等対簾宣

         39一救急消火、救助等消防職員一一一一①(1125〆切)内閣冒房斬盈インフルエンザ馨対簾童         40一消防団員一一一一①(1!25〆切)内躍鷹房ン7ルエンザ導対簾量
         41一都道府県の航空消防隊一一一一①〔1!25〆切}内團官房斬国インフルエンザ等対簾塞

         42一救急搬送亭務に従事する職員(消防本部を置かない市町村において救急搬送事務を担当することとされている職員に限る。)一一一一①11125〆切)内閣冒房斬耀インフルエンサ尊対劉曝
         43一事件・事故等への対応及びそれらを未然に防止するため船艇・航空機等の運用、船舶交通のための信号等の維持海上保安官一一一一①〔1ρ5〆切}内閣醤房斬醒インフルエンザ等対鍛量



         NO.担当府省庁事業の種類事業の種類の細目①事嬢の租類の細目②地方公共団体(市町村)地方公共団体(督道府嬉)関係府雀庁(地方分支分部漏)確認を行う府省庁

         44一防衛医科大学校病院及び各自衛隊病院等における診断・治療家きんに対する防疫対策、在外邦人の輸送、医官等による検疫支援、緊急物資等の輸送その他、第一線(部隊等)において国家の危機に即応して対処する躍務自衛隊の指揮監督防衛省職側一膚一繭①{1/25〆切}内麗官房新召⊇インフルエンザ導対鰹
         45一国家の危機管哩に関する事務内閣官房職員一一一一①(1125〆切}内閣官房斬型イン7ルエンザ等対薬ヨ墜
         46一各府省庁職員一一一一①(1!25〆切)内閣官房斬蟹インフルエンザ等対簾室



健発0106第6号

平成28年1.月6日

各都道府県知事殿

厚生労働省健康局長

(公印省略)

新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定に基づく特定接種

の登録に係る告示の一部改正及び特定接種(国民生活・国民経

済安定分野)の登録要領について

新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年法律第31号)

の規定に基づく特定接種に関して、別紙1のとおり、新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法第28条第1項第1号の規定に基づき

厚生労働大臣が定める基準(平成25年厚生労働省告示第369号)

の一部改正が告示された。

また、別紙2のとおり、医療の提供の業務を行う事業者の登録

に加えて、国民生活・国民経済の安定に寄与する業務を行う事業

者の登録について規定するため、新型インフルエンザ等対策特別

措置法第28条第1項第1号の医療の提供の業務を行う事業者の

登録に関する規程(平成25年厚生労働省告示第370号)を改正し、

新型インフルエンザ等対策特別措置法第28条第1項第1号の登録

に関する規程(平成28年厚生労働省告示第2号)が併せて告示さ

れたところである。

さらに、別紙3のとおり、登録手続の具体的運用等を定めた特

定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録要領を定めたので

通知する。

貴職におかれては、内容を御了知の上、管内の市町村、特別区、

関係機関等へ周知を図るとともに協力を求め、登録が円滑に行わ

れるよう、御配慮をお願いする。
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、
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
基
本
的
対
処
方
針
で
定
め
る
法
第
二
十
人
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
予

防
接

種
の

対
象

者
で

あ
る

こ
と

と
す

る
。

薬
剤
師
又
は
窓
口
事
務
職
員
等

頁



 
 

 
項
に
規
定
す
る
患
者
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ

ン
に

お
い

て
新

が
行

う
新

型
イ

ン
フ
ル

エ
ン

ザ
等
医
療
提

供
に
係

 
 

 
等
に
対
す
る
医
療
の
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン

ザ
等

医
療

提
供

る
業

務

 
 

 
提
供
(
以
下
「
新
型
を
行
う
事
業

 
  

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
等

 
  

医
療

提
供

」
と

い

 
  

う
。
)
を
行
う
事
業

 
 

 
重
大
か
つ
緊
急
の
生
国
立
ハ
ン
セ
ン
病

療
養

所
、

国
立

医
師

、
歯

科
医
師

、
薬
剤
師
、

保
健
師

、
助
産
師

 
 

 
命
保
護
に
関
す
る
医
研
究
開
発
法
人
国

立
が

ん
研

究
セ

、
看

護
師

、
准
看

護
師
、
救
急

救
命
士

、
歯
科
衛

 
 

 
療
の
提
供
(
以
下
「
ン
タ
ー
、
国
立
研

究
開

発
法

人
国

生
士

、
歯

科
技
工

士
、
診
療

放
射
線
技

師
、
臨
床

 
 

 
重
大
緊
急
医
療
提
供
立
循
環
器
病
研
究

セ
ン

タ
ー

、
国

検
査

技
師

、
臨

床
工
学

技
士

、
義
肢
装
具

士
、
理

 
 

 
」
と
い
う
。
)
を
行
立
研
究
開
発
法
人

国
立

精
神

・
神

学
療

法
士

、
作

業
療
法

士
、
視
能

訓
練
士
、

言
語

 
 

 
う

事
業

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
、

国
立

研
聴

覚
士

又
は

管
理

栄
養

士
が

行
う
重

大
緊

急
医
療

  
 

究
開
発
法
人
国
立
国
際
医
療
研
究
提
供
に
係
る
業
務

  
 

セ
ン
タ
ー
、
国
立
研
究
開
発
法
人

  
 

国
立

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

、

  
 

国
立
研
究
開
発

法
人

国
立

長
寿

医

二
頁



療
研
究
セ
ン
タ
ー
、
独
立
行
政
法

人
国

立
病

院
機

構
の

病
院

、
独

立

行
政
法
人
労
働
者
健
康
福
祉
機
構

の
病

院
、

独
立

行
政

法
人

地
域

医

療
機

能
推

進
機

構
の

病
院

、
公

立

病
院
、
日
本
赤
十
字
病
院
、
社
会

福
祉
法
人
恩
賜
財
団
済
生
会
の
病

院
、
厚
生
農
業
協
同
組
合
連
合
会

の
病

院
、

社
会

福
祉

法
人

北
海

道

社
会
事
業
協
会
の
病
院
、
大
学
附

属
病

院
、

救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
、

災
害
拠
点
病
院
、
地
域
医
療
支
援

病
院
、
入
院
を
要
す
る
救
急
医
療

機
関
、
救
急
病
院
若
し
く
は
救
急

診
療

所
、

分
娩

を
扱

う
病

院
若

し

く
は

診
療

所
若

し
く

は
助

産
所

又

三
頁



  
 

は
透
析
を
扱
う
病
院
若
し
く
は
診

  
 

療
所
に
お
い
て
重

大
緊

急
医

療
提

  
 

供
を
行
う
事
業

 
 

 
社

会
保

険
・

社
会

福
介

護
保

険
施

設
(
法
第
三
十
一
条
要
介
護
三
以

上
、
障

害
支
援
区

分
四
以
上

(
障

害

 
 

 
祉

・
介

護
事

業
第

一
項

に
規

定
す

る
患

者
等

に
対

児
に

あ
っ

て
は

、
短

期
入

所
に

係
る

障
害

児
支

援

  
 

す
る
医
療
の
提

供
(
以

下
「

新
型

区
分

二
以

上
)
又
は

未
就
学
児
の
利

用
者
で

あ
つ

  
 

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
医
療
提
供
」
て
サ
ー
ビ
ス
の
停
止
等
が
生
命
維
持
に
重
大
か
つ

  
 

と
い
う
。
)
を
行
う
事
業
の
項
に
緊
急
の
影
響
が
あ
る
も
の
が

い
る
入
所
施

設
又
は

  
 

分
類
さ
れ
る
も

の
を

除
く

。
)
訪

問
事

業
所

に
お

い
て
、

介
護
職
員

、
保
健
師

、

  
 

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
助
産
師
、
看
護
師
、
准
看
護
師
、
保
育
士
若
し
く

  
 

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
事
業
は
理
学
療
法
士
等
又
は
施
設
長
等
そ
の
他
の
意
思

  
 

老
人

福
祉

施
設

決
定

者
が

行
う

介
護

等
の

生
命

維
持

に
係

る
サ
ー

  
 

有
料

老
人
ホ
ー
ム
ビ
ス
の
業
務

  
 

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

  
 

障
害

者
支

援
施

設

  
 

障
害

児
入

所
支

援
施

設

四
頁



  
 

救護施設児童福祉施設

 
 

 
医薬品・化粧品等卸売業医薬品卸売販売業新型インフルエンザ等医療提供、重大緊急医療提供又は新型インフルエンザ等に係る予防接種に用いる医療用医薬品の販売又は配送の業務
  

 
医薬品製造業医薬品製造販売業医薬品製造業新型インフルエンザ等医療提供、重大緊急医療提供又は新型インフルエンザ等に係る予防接種に用いる医療用医薬品の元売り、製造、安全性確保又は品質確保の業務
 

 
 

医療機器修理業医療機器修理業新型インフルエンザ等医療提供、重大緊急医療提供又は新型インフルエンザ等に係る予防接種に用いる医療機器の修理、販売、貸与又は配送の業務
 

 
 

医
療

機
器

販
売

業
医

療
機

器
販

売
業

 
 

 
医

療
機

器
貸

与
業

医
療

機
器

貸
与

業

 
 

 
医療機器製造業医療機器製造販売業医療機器製造業新型インフルエンザ等医療提供、重大緊急医療提供又は新型インフルエンザ等に係る

五
頁



   予
防
接
種

に
用
い

る
医
療
機

器
の
元
売

り
、
製
造

   、
安

全
性

確
保

又
は
品
質

確
保
の

業
務

 
 

 
再
生
医
療
等
製
品
販
再
生
医
療
等
製
品
販
売
業
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
医
療
提
供
、
重
大
緊
急

 
  

売
業
医
療
提
供
又
は

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン
ザ

等
に
係

る

   予
防
接
種

に
用
い

る
再
生
医

療
等
製
品

の
販
売
又

   は
配
送
の
業
務

 
 

 
再

生
医

療
等

製
品

製
再

生
医

療
等

製
品
製
造
販
売
業
新
型
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
等

医
療
提
供

、
重
大
緊

急

 
 

 
造
業
再
生
医
療
等
製
品
製
造
業
医
療
提
供
又
は
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン

ザ
等
に
係
る

   予
防
接
種
に
用

い
る
再
生

医
療
等
製

品
の
元
売

り

   、
製
造
、
安

全
性
確

保
又
は
品

質
確
保
の

業
務

 
 

 
ガ
ス
業
ガ
ス
業
原
料
調
達

、
ガ

ス
製

造
、

ガ
ス

の
供
給
監

視
若
し

   く
は
調
整
、
設

備
の
保
守

若
し
く
は

点
検
、
緊

急

   時
の
保
安

対
応
、

製
造
若
し

く
は
供
給

若
し
く
は

   顧
客
情
報
等
の

管
理
又
は

製
造
若
し

く
は
供
給

に

   関
連

す
る

シ
ス

テ
ム
の
保

守
の
業

務

 
 

 
銀

行
業

中
央

銀
行

銀
行

券
の
発
行
、
通
貨
若
し
く

は
金
融

の
調
節

又

六
頁



   は資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置の業務

 
 

 
空港管理業空港機能施設事業航空保安検査、旅客の乗降、燃料補給、貨物管理又は滑走路等維持管理の業務

 
 

 
航空運輸業航空運送業航空機の運航、客室応対、運航管理、整備、旅客サービス又は貨物サービスの業務

  
 

水運業外航海運業沿海海運業内陸水運業船舶貸渡業船舶による緊急物資(新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令(平成二十五年政令第百二十二号)第十四条各号に規定する物資をいう。以下同じ。)の運送の業務
 

 
 

通信業固定電気通信業移動電気通信業通信ネットワーク若しくは通信設備若しくは社内システムの監視、運用又は保守の業務
 

 
 

鉄道業鉄道業運転、運転指令、信号取扱い、車両検査、運用、信号システム若しくは列車無線若しくは防災設備等の検査、軌道若しくは構造
七

頁



   物
の
保
守
、

電
力
安
定

供
給
の
た

め
の
保
守

、
線

   路
若
し
く
は

電
線
路
設

備
保
守
の

た
め
の
統

制
又

   は
情
報
シ
ス
テ
ム
の
管
理
の

業
務

 
 

 
電
気
業
電
気
業
発
電
所

若
し

く
は

変
電

所
の
運

転
監
視
若
し
く

は

   保
修
若
し

く
は
点

検
若
し
く

は
故
障
若

し
く
は

障

   害
対
応
、
燃

料
調
達
若

し
く
は
受

入
、
資
機

材
調

   達
、
送
配
電

線
の
保
修

若
し
く
は

点
検
若
し

く
は

   故
障
若
し
く

は
障
害

対
応
、
電

力
系
統
の

運
用
若

   し
く
は
監

視
若
し

く
は
故
障

若
し
く
は

障
害
対
応

   又
は
通
信
シ

ス
テ
ム
の

維
持
若
し

く
は
監
視

若
し

   く
は
保
修
若
し

く
は
点
検

若
し
く
は

故
障
若
し

く

   は
障
害
対

応
の
業

務

 
 

 
道
路
貨
物
運
送
業
一
般
貨
物
自
動

車
運

送
業

ト
ラ

ッ
ク

に
よ

る
緊

急
物
資

の
運
送
の

集
荷
若
し

   く
は
配
送

若
し
く

は
仕
分
け

管
理
、
運

行
管
理
又

   は
整
備
管
理

の
業
務

 
 

 
道

路
旅

客
運

送
業

一
般

乗
合

旅
客

自
動

車
運

送
業

旅
客

バ
ス

若
し

く
は

患
者

等
搬

送
事

業
用
車

両
の

八
頁



  
 

患
者

等
搬

送
事
業
運
転
、
運
行
管
理
又

は
整
備

管
理
の
業

務

 
 

 
放
送
業
公
共
放
送
業
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
発
生
に
係
る
社
会
状
況

  
 

民
間
放
送
業

全
般

の
報

道
を

行
う

た
め
の

取
材
若
し
く
は

編
成

   若
し
く
は
番

組
制
作

若
し
く
は

番
組
送
出

若
し
く

   は
現
場
か
ら

の
中

継
若

し
く

は
放

送
…

機
器

の
維

持

   管
理
又
は

放
送
シ

ス
テ
ム
維

持
の
た
め

の
専
門

的

   な
要

員
の

確
保

の
業

務

 
 

 
郵
便
業
郵
便
業
郵
便
物
の
引
受
又
は
配
達
の
業
務

 
 

 
映
像
・
音
声
・
文
字
新
聞
業
新
聞
(
一
般
紙
に
限
る
。
)
の
新
型
イ
ン
フ
ル
エ

 
  

情
報

制
作

業
ン

ザ
等

発
生

に
係

る
社

会
状

況
全

般
の

報
道

を
行

   う
た

め
の

取
材
若
し

く
は
編
集
若
し

く
は
制

作
、

   印
刷
若
し
く

は
販
売

店
へ
の
発

送
又
は
編

集
若
し

   く
は
制
作
シ
ス

テ
ム
の
維

持
の
た
め

の
専
門
的

な

   要
員
の
確
保
の

業
務

 
 

 
銀

行
業

銀
行

現
金

の
供

給
、

資
金

の
決

済
、

資
金

の
融

通
又

は

九
頁



  
 

中小企業等金融業農林水産金融業政府関係金融機関金融事業者間取引の業務

 
 

 
河川管理・用水供給業河川管理・用水供給業ダムの流量調節操作若しくは用水供給施設の操作、流量若しくは水質に関する調査又はダム若しくは用水供給施設の補修若しくは点検若しくは故障若しくは障害対応の業務
 

 
 

工業用水道業工業用水道業浄水管理、水質検査、配水管理又は工業用水道設備の補修若しくは点検若しくは故障若しくは障害対応の業務

  
 

下水道業下水道処理施設維持管理業下水道管路施設維持管理業処理場における水処理若しくは汚泥処理に係る監視若しくは運転管理、ポンプ場における監視若しくは運転管理又は管路における緊急損傷対応の業務
 

 
 

上
水
道
業
上
水
道
業
浄
水
管
理
、
導
水
管
理
若
し
く
は
送
水
管
理
若
し

 ○
頁



   く
は
配
水
管

理
、
水
道

施
設
の
故

障
若
し
く

は
障

   害
対
応
又
は
水
質
検
査
の
業
務

 
 

 
金

融
証

券
決

済
事

業
全

国
銀

行
資

金
決

済
ネ

ッ
ト

ワ
ー

金
融

機
関

間
の

決
済

又
は

C
D
若

し
く

は
A
T
M

  
 

ク
を

含
む

決
済

イ
ン

フ
ラ

の
運

用
若

し
く

は
保

守
の

  
 

金
融
決
済

シ
ス

テ
ム

業
務

  
 

金
融

商
品

取
引

所
等

銀
行

等
が

資
金

決
済

や
資

金
供

給
を

円
滑

に
行

う

   た
め
に
必
要

な
有
価
証

券
や
派
生

商
品
の
取

引
を

   行
う
た
め
の
注

文
の
受
付

、
付
合
せ

又
は
約
定

の

   業
務

  
 

金
融
商
品
取
引
清
算
機
関
有
価
証
券
や
派
生
商
品
の
取
引
に
基
づ
く
債
務
の

   引
き

受
け

又
は

取
引
の
決

済
の
保
証

の
業
務

  
 

振
替

機
関

売
買

さ
れ

た
有

価
証

券
の

権
利

の
電
子

的
な

受
け

   渡
し
の
業
務

 
 

 
石

油
・

鉱
物

卸
売

業
石

油
卸
売
業
石
油
製
品
(
L
P
ガ
ス
を

含
む
。

)
の
輸

送
、

保

   管
、
出
荷
又
は

販
売

の
業

務

 
 

 
石

油
製

品
・

石
炭

製
石

油
精

製
業

製
油

所
に

お
け

る
関

連
施

設
の

運
転
若

し
く
は

原

頁



 
  

品
製

造
業

料
若

し
く

は
製
品
の
入
出
荷
若
し

く
は

保
安

防
災

   若
し
く
は
環
境

保
全
若
し

く
は
品
質

管
理
若
し

く

   は
操
業
停

止
、
油

槽
所
に
お

け
る
製
品

配
送
若
し

   く
は
貯
蔵
管

理
若
し
く

は
保
安
防

災
若
し
く

は
環

   境
保
全
又
は
本

社
若
し
く

は
支
店
に

お
け
る
計

画

   及
び
調
整
等

の
需
給
対

応
若
し
く

は
物
流
の

管
理

   の
業
務

 
 

 
熱
供
給
業
熱
供
給
業
燃
料
調
達
、
冷
暖
房
若
し
く
は
給
湯
の
供
給
監
視

   若
し
く
は
調
整

、
設
備
の

保
守
若
し

く
は
点
検

又

   は
製
造
若
し

く
は
供

給
に
関
す

る
設
備
若

し
く
は

   シ
ス

テ
ム

の
保

守
若
し
く

は
管
理

の
業
務

 
 

 
飲
食
料
品
小
売
業
各
種
食
料
品
小

売
業

食
料

品
(
缶

詰
、

農
産

保
存
食

料
品
、

精
穀
、
製

  
 

食
料
品
ス
ー

パ
ー

粉
、

パ
ン

、
菓

子
、
レ

ト
ル
ト
食
品

、
冷
凍

食
品

  
 

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
、
め
ん
類
及
び
育
児
用
調
製
粉
乳
に
限
る
。
以
下

   同
じ

。
)
の

調
達

、
配

達
又
は

消
費

者
へ
の

販
売

   の
業
務

二
頁



 
 

 
各

種
商

品
小

売
業

百
貨

店
・

総
合
ス
ー
パ
ー
食
料
品
若
し
く
は
生
活

必
需
品
(
石

け
ん

、
洗

剤

   、
ト
イ
レ
ッ
ト

ペ
ー
パ
ー

、
テ
イ
ッ

シ
ュ
ペ
ー

パ

   1
、

シ
ャ

ン
プ

ー
、

ご
み
ビ

ニ
ー
ル

袋
及

び
衛
生

   用
品

を
い
う

。
以

下
同

じ
。

)
の
調

達
、

配
達
又

   は
消
費
者
へ
の
販
売
の
業
務

 
 

 
食

料
品

製
造

業
缶

詰
・

農
産

保
存

食
料

品
製

造
業

食
料

品
の

製
造

、
資

材
調

達
又

は
出

荷
の

業
務

  
 

精
穀
・
製
粉
業

  
 

パ
ン

・
菓

子
製

造
業

  
 

レ
ト

ル
ト

食
品

製
造
業

  
 

冷
凍

食
品

製
造

業

  
 

め
ん
類
製
造
業

  
 

処
理

牛
乳

・
乳
飲
料
製
造
業
(
育

  
 

児
用

調
製

粉
乳

に
限

る
。

)

 
 

 
飲
食
料
品
卸
売
業
食
料
・
飲
料
卸
売
業
食
料
品
若
し
く
は
原
材
料
の
調
達
、
配
達
又
は
販

  
 

卸
売

市
場

関
係

者
売

の
業

務

 
 

 
燃

料
小

売
業

燃
料

小
売

業
(
L
P
ガ

ス
及

び
ガ

オ
ー

ト
ガ

ス
ス

タ
ン

ド
に

お
け

る
L
P
ガ

ス
の

受

三
頁



  
 

ソリンスタンドに限る。)入若しくは保管若しくは販売若しくは保安点検又はサービスステーションにおける石油製品の受入若しくは保管若しくは配送若しくは販売若しくは保安点検の業務
 

 
火
葬
・
墓
地

管
理

業
遺

体
の

火
葬

の
業

務

 
 

 
その他の生活関連サービス業冠婚葬祭業遺体の死後処理に際して、直接遺体に触れる業務(創傷の手当、身体の清拭、詰め物又は着衣の装着に限る。)
 

 
 

その他小売業ドラッグストア生活必需品の調達若しくは配達又は消費者への販売の業務

 
 

 
廃棄物処理業産業廃棄物処理業医療機関からの廃棄物の収集運搬又は焼却処理の業務

 
 

 
新型インフルエンザ等対策の実施に携わる国家公務員又は地方公務員が独立行政法人(行政執行法人(独立行政法人通則法(平成十一年法律第百三号)第二条第四項に規定する行政執行法公務員と同様の事務の業務

四
頁



 
 

 
従
事
す
る
事
務
に
相
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
)
を
除

 
 

 
当

す
る

事
務

(
前

各
く

。
)
又

は
地

方
独
立
行
政
法
人

 
 

 
項
に
掲
げ
る
も
の
を
(
特
定
地
方
独
立

行
政

法
人

(
地

 
 

 
除
く
。
中
欄
及
び
下
方
独
立
行
政
法
人
法
(
平
成
十
五

 
 

 
欄
に
お
い
て
「
公
務
年
法
律
第
百
十
八

号
)
第

二
条

第

 
 

 
員
と
同
様
の
事
務
」
二
項
に
規
定
す
る
特
定
地
方
独
立

 
 

 
と
い
う
。
)
を
行
う
行
政
法
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

 
 

 
事

業
)
を

除
く

。
)
に

お
い

て
公

務
員

  
 

と
同
様
の
事
務
を
行
う
事
業

  
 

国
、
地
方
公
共

団
体

、
行

政
執

行

  
 

法
人
又
は
特
定

地
方

独
立

行
政

法

  
 

人
に
お
い
て
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン

  
 

ザ
等
対
策
の
実

施
に

係
る

事
務

と

  
 

一
体
と
な
っ
て
行
わ
れ
る
公
務
員

  
 

と
同
様
の
事
務
を
行
う
事
業

五
頁



國

○
厚

生
労

働
省

告
示

第
二

号

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置

法
(
平

成
二

十
四

年
法

律
第

三
十

一
号
)
第

二
十
八

条
第
一
項
第

一
号
の

規
定
に
基
づ
き
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
第
二
十
八
条
第
一
項
第
一
号

の
医
療
の
提

供
の
業
務
を

行
う
事
業
者
の
登
録
に
関
す
る
規
程
(
平
成

二
十

五
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

三
百
七

十
号
)
の

一
部

を
次

の
よ

う
に
改

正
す
る
。

平
成

二
十

八
年

一
月

四
日

厚
生
労
働
大
臣
塩
崎
恭
久

題
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
第
二
十
八
条
第
一
項
第
一
号
の
登
録
に
関
す
る
規
程

第
一

条
中

「
医

療
の

提
供

の
業

務
を

行
う

事
業

者
の

」
を

削
る

。

第
二
条
第
一
項
及
び
第
三
項
中
「
業
務
」
の
下
に
「
又
は
国
民
生
活
及
び
国
民
経
済
の
安

定
に
寄
与
す

る
業
務
」
を

加
え
る
。

第
三
条
第
一
項
中
「
事
項
」
の
下
に
「
(
事

業
の

種
類

(
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ
等
対

策
特
別
措

置
法
第
二

十
八

条

第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
(
平
成
二
十
五
年
厚
生
労
働

省
告
示

第
三
百
六
十

九

号
。
以
下
「
基
準
告
示
」
と
い
う
。
)
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
事
業
の
種
類
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
)
が

法
第
三
十
一

条
第
一
項
に
規
定
す
る
患
者
等
に
対
す
る
医
療
の
提
供
を
行
う
事
業
若
し
く
は
重
大
か
つ
緊

急
の
生
命
保

護
に
関
す
る



医
療
の
提
供
を
行
う
事
業
に
該
当
す
る
事
業
者
(
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
第
三
項
に
お
い
て
「

医
療
の

提
供
の
業
務

を

行
う
事
業
者
」
と
い
う
。
)
又
は
社
会
保
険
・
社
会
福
祉
・
介
護
事
業
に
該
当
す
る
事
業
者
に

あ
っ
て

は
、
第
七
号

に

掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
)
」
を
加
え
、
同
項

第
四

号
中

「
(
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ
等

対
策
特
別

措
置
法
第

二
十

八
条

第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
(
平
成
二
十
五
年
厚
生
労
働

省
告
示

第
三
百
六
十

九

号
。
次
号
に
お
い
て
「
基
準
告
示
」
と
い
う

。
)
の

表
の

上
欄

に
掲

げ
る

事
業

の
種
類

を
い

う
。
以
下
同

じ
。
)
」

を

削
り
、
同
項
第
十
号
を
第
十
一
号
と
し
、
第
九
号
を
第
十
号
と
し
、
第
八
号
中
「
所
在
地
」

の
下
に
「
(
医
療
の
提
供

の
業
務
を
行
う
事
業
者
以
外
の
事
業
者
に
お
い
て
、
当
該
医
療
機
関
が
未
定
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
医
療
機
関
の

確
保
方
法
)
」
を
加
え
、
同
号
を
第
九
号
と
し
、
第
七
号
を
第
八
号
と
し
、
第
六
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

七
産

業
医

(
労

働
安

全
衛

生
法

(
昭

和
四
十
七
年
法
律
第
五
十
七
号
)
第

十
三
条

第
一
項

に
規
定

す
る

産
業
医

を

い
う
。
)
を
選
任
し
て
い
る
こ
と

第
四
条
第
一
項
中
「
事
項
」
の
下
に
「
(
同
項
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
当
該

事
項
の

う
ち
登
録
に

係

る
も
の
。
)
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
そ
の
旨
」
の
下
に
「
及
び
前
条
第
一
項
第
六
号
に

掲
げ
る

事
項
の
う
ち

登

録
に
係
る
も
の
」
を
加
え
、
同
条
第
三
項
中
「
事
項
」
の
下
に
「
(
医
療
の
提
供
の
業
務
を
行

う
事
業

者
に
あ
っ
て

は

、
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
)
」
を
加
え
、
同
項
第
五
号
を
第
六
号
と
し
、
第
四
号
を

第
五
号

と
し
、
第
三

号

の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四
対
象
業
務
の
従
事
者
数
の
う
ち
登
録
に

係
る

も
の



第
四

条
に

次
の

一
項

を
加

え
る

。

4
登
録
を
受
け
た
事
業
者
は
、
前
条
第
一

項
第

九
号

に
規

定
す

る
医

療
機
関

が
未
定
の

場
合
に
お

い
て
は
、

速
や

か
に

こ
れ

を
確

保
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い
。

第
六
条
第
一
項
中
「
を
除
く
。
)
」
の
下
に
「
又
は
第
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
医
療
機
関
を
確
保
し
た
場
合
」

を
加

え
、

同
条

第
二

項
中

「
第

一
項

」
の

下
に

「
か

ら
第

三
項

ま
で

」
を

加
え

る
。



團○
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
七
十
号

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置

法
(
平

成
二

十
四

年
法

律
第

三
十
一

号
)
第
二
十
八
条

第
一
項

第
一
号
の

規
定
に
基
づ
き
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
第
二
十
八
条
第
一
項
第
一
号

の
登
録
に
関

す
る
規
程
を

次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成

二
十

五
年

十
二

月
十

日

厚
生
労
働
大
臣
田
村
憲
久

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
第
二
十
八
条
第
一
項
第
一
号
の
登
録
に
関
す
る
規
程

(
目

的
)

第
一
条
こ
の
規
程
は
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン

ザ
等

対
策

特
別

措
置

法
(
平

成
二

十
四
年

法
律
第
三

十
一
号
。

以
下
「

法
」
と
い
う
。
)
第
二
十
八
条
第
一
項
第
一
号
の
登
録
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

(
登

録
)

第
二
条
医
療
の
提
供
の
業
務
又
は
国
民
生
活

及
び

国
民

経
済

の
安

定
に

寄
与

す
る
業

務
を
行
う

事
業
者
は

、
こ

の
規

程
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
厚
生
労
働
省
に
備
え
る
登
録
事
業
者
管
理
台
帳
(
第
四
条
第

一
項
に

お
い
て
「
管

理

台
帳
」
と
い
う
。
)
に
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

2
前
項
の
登
録
の
有
効
期
間
は
、
五
年
と
す

る
。



3
前
項
の
有
効
期
間
満
了
の
後
引
き
続
き
医

療
の

提
供

の
業

務
又

は
国

民
生
活

及
び
国
民

経
済
の
安

定
に
寄
与

す
る

業
務

を
行

う
事

業
者

は
、

登
録

の
更

新
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
。

(
登

録
申

請
書

の
提

出
等

)

第
三

条
前

条
第

一
項

の
登

録
(
同

条
第

三
項
の
登
録
の
更
新
を
含
む
。
以
下
同

じ
。
)
を

受
け
よ

う
と

す
る
事

業
者

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
(
事
業
の
種
類
(
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

等
対

策
特

別
措
置

法
第

二
十
八
条
第

一
項
第

一
号

の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
(
平
成
二
十
五
年
厚
生
労
働
省
告
示
第

三
百
六
十
九

号
。
以

下
「

基
準
告
示
」
と
い
う
。
)
の
表
の
上
欄
に

掲
げ

る
事

業
の

種
類

を
い

う
。

以
下
同

じ
。
)
が

法
第

三
十

一
条

第
一
項

に
規
定
す
る
患
者
等
に
対
す
る
医
療
の
提
供
を
行
う
事
業
若
し
く
は
重
大
か
つ
緊
急
の
生
命
保
護
に
関
す
る
医
療
の

提
供
を
行
う
事
業
に
該
当
す
る
事
業
者
(
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
第
三
項
に
お
い
て
「
医
療

の
提
供

の
業
務
を
行

う

事
業
者
」
と
い
う
。
)
又
は
社
会
保
険
・
社
会
福
祉
・
介
護
事
業
に
該
当
す
る
事
業
者
に

あ
っ
て
は
、

第
七
号

に
掲

げ
る
事
項
を
除
く
。
)
を
記
載
し
た
登
録
申
請
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

一一

五四二_.

氏
名

、
商

号
又

は
名

称

主
た

る
事

務
所

の
所

在
地

法
人
に
あ
っ
て
は
、
代
表
者
の
氏
名

事
業

の
種

類

対
象
業
務
(
基
準
告
示
の
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
対
象
業
務
を
い
う
。

以
下

同
じ
。
)
に

従
事
す

る
者
が
所
属

す



る
事

業
所

名
及

び
そ

の
所

在
地

六
事

業
所

ご
と

の
対

象
業

務
の

従
事

者
数

七
産

業
医

(
労

働
安

全
衛

生
法

(
昭

和
四
十
七
年
法
律
第
五
十
七
号
)
第
十

三
条
第
一

項
に

規
定
す

る
産
業

医
を

い
う
。
)
を
選
任
し
て
い
る
こ
と

八
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
の
発
生
時
に

お
い

て
業

務
を

継
続

的
に

実
施
す

る
た
め
の

計
画
(
以

下
こ

の
条

に
お

い
て
「
業
務
継
続
計
画
」
と
い
う
。
)
を
作
成
し
て
い
る
こ
と

九
法
第
二
十
八
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定

に
よ

る
予

防
接

種
が

行
わ

れ
る
医

療
機
関
名

及
び
そ
の

所
在
地
(
医
療

の
提

供
の

業
務

を
行

う
事

業
者

以
外

の
事

業
者

に
お

い
て

、
当

該
医

療
…

機
関

が
未

定
の
場

合
に

あ
っ
て

は
、

当
該

医
療

機
関

の
確

保
方

法
)

十
第

五
条

第
一

項
の

規
定

に
該

当
し

な
い
こ
と

十
一

そ
の

他
必

要
な

事
項

2
前
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
申
請
書
の
提
出

は
、

登
録

の
更

新
を

受
け

よ
う
と

す
る
事
業

者
に
あ
っ

て
は
、
登

録
の

有
効

期
間

満
了

の
日

の
九

十
日

前
か

ら
三

十
日

前
ま

で
の

間
に

行
う

も
の

と
す

る
。

3
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
者
は
、
業

務
継

続
計

画
を

主
た

る
事

務
所

又
は
事

業
所
に
備

え
付
け
る

も
の
と
す

 る
。

4
厚
生
労
働
大
臣
は
、
必
要
に
応
じ
、
業
務

継
続

計
画

そ
の

他
必

要
な

書
類

の
提
出

を
求
め
る
こ
と

が
で
き

る
。



(
登

録
の

実
施

)

第
四
条
厚
生
労
働
大
臣
は
、
前
条
第
一
項
の

規
定

に
よ

る
登

録
申

請
書

の
提
出

が
あ
っ
た

場
合
に
お

い
て
、
次

条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
し
な
い
場
合
を
除
く
ほ
か
、
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

(
同
項
第

六
号
に
掲
げ

る
事
項
に
つ
い
て
は
、
当
該
事
項
の
う
ち
登
録
に
係
る
も
の
。
)
並
び
に
登
録
年
月
日
及

び
登
録
番
号

を
管
理

台
帳

に
登
録
す
る
も
の
と
す
る
。

2
厚
生
労
働
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る

登
録

を
し

た
と

き
は

、
そ

の
旨
及

び
前
条
第

一
項
第
六

号
に
掲
げ

る
事

項
の

う
ち

登
録

に
係

る
も

の
を

当
該

登
録

を
受

け
た

事
業

者
に

通
知

す
る

も
の

と
す

る
。

3
厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
登

録
を

し
た

と
き

は
、

当
該
登

録
を
受
け

た
事
業
者

に
係
る
次

に
掲

げ
る
事
項
(
医
療
の
提
供
の
業
務
を
行
う

事
業

者
に

あ
っ

て
は

、
第

四
号

に
掲
げ

る
事
項
を

除
く
。
)
を
公

表
す
る

も
の

と
す

る
。

六五四三二

氏
名

、
商

号
又

は
名

称

事
業

の
種

類

対
象
業
務
に
従
事
す
る
者
が
所
属
す
る
事
業
所
及
び
そ
の
所
在
地

対
象

業
務

の
従

事
者

数
の

う
ち

登
録

に
係

る
も

の

登
録

年
月

日

登
録

番
号



4
登
録
を
受
け
た
事
業
者
は
、
前
条
第
一
項

第
九

号
に

規
定

す
る

医
療

機
関
が

未
定
の
場

合
に
お
い

て
は
、
速

や
か

に
こ

れ
を

確
保

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

(
登

録
を

し
な

い
場

合
)

第
五
条
厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
三
条
第
一
項

の
規

定
に

よ
る

登
録

申
請

書
の

提
出
が

あ
っ
た
場

合
に
お
い

て
、

当
該

登
録
申
請
書
を
提
出
し
た
事
業
者
が
第
九
条
第
四
号
又
は
第
五
号
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
登
録
を
消
除
さ
れ
、
そ

の
消
除
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
と
き
又
は
登
録
申
請
書
中
に
虚
偽
の
記
載
が
あ
り
、
若
し
く
は
重
要
な
事
実

の
記

載
が

欠
け

て
い

る
と

き
は

、
そ

の
登

録
を

し
な

い
も

の
と

す
る

。

2
厚
生
労
働
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り

登
録

を
し

な
い

場
合

に
お

い
て

は
、
遅

滞
な
く
、

理
由
を
付

し
て
そ
の

旨
を

当
該

登
録

申
請

書
を

提
出

し
た

事
業

者
に

対
し

通
知

す
る

も
の

と
す

る
。

(
変

更
の

届
出

)

第
六
条
登
録
を
受
け
た
事
業
者
は
、
第
三
条

第
一

項
各

号
に

掲
げ

る
事

項
に
つ

い
て
変
更

が
あ
っ
た

場
合
(
軽

微
な

変
更

が
あ

っ
た

場
合

を
除

く
。

)
又

は
第

四
条

第
四

項
の

規
定

に
よ

り
医

療
…

機
関

を
確

保
し

た
場

合
に

お
い

て
は

、

三
十

日
以

内
に

、
そ

の
旨

の
登

録
変

更
届

出
書

を
厚

生
労

働
大

臣
に

提
出

す
る

も
の

と
す

る
。

2
第
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
前

条
の

規
定

は
前

項
の

登
録

変
更

届
出
書

の
提
出
が

あ
っ
た
場

合
に
つ
い

て
準

用
す

る
。

(
廃

業
等

の
届

出
)



第
七
条
登
録
を
受
け
た
事
業
者
が
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合

に
お
い

て
は
、

各
号

に
掲

げ
る

者
は

、
三

十
日

以
内

に
、

厚
生

労
働

大
臣

に
そ

の
旨

を
届

け
出

る
も

の
と

す
る

。

一_

五四二_

個
人
事
業
者
が
死
亡
し
た
と
き
は
、
そ
の
相
続
人

法
人
が
合
併
に
よ
り
消
滅
し
た
と
き
は
、
そ
の
役
員
で
あ
っ
た
者

法
人
が
破
産
手
続
き
開
始
の
決
定
に
よ
り
解
散
し
た
と
き
は
、
そ
の
破
産
管
財
人

法
人

が
合

併
又

は
破

産
手

続
き

開
始

の
決

定
以

外
の

事
由

に
よ

り
解

散
し

た
と

き
は

、

対
象
業
務
に
係
る
事
業
を
廃
止
し
た
と
き
は
、
当
該
登
録
を
受
け
た
事
業
者

そ
の

清
算
人

(
勧
告
)

第
八
条
厚
生
労
働
大
臣
は
、
登
録
を
受
け
た
事
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と

き
は
、

な
運

営
を

確
保

す
る

た
め

、
当

該
事

業
者

に
対

し
て

必
要

な
勧

告
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

一
こ
の
規
程
に
違
反
し
た
と
き
。

二
登
録
を
受
け
た
対
象
業
務
に
関
し
不
正
な
行
為
を
し
た
と
き
。

(
登

録
の

消
除

)

第
九
条
厚
生
労
働
大
臣
は
、
登
録
を
受
け
た
事
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る

と
き
は
、

の
登

録
を

消
除

す
る

も
の

と
す

る
。

一
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
と
き
。

当
該

登
録
の
適

正

当
該

事
業

者



七六五四三二

第
七

条
の

規
定

に
よ

る
届

出
が

な
く

て
同

条
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
事

実
が

判
明

し
た

と
き

。

登
録

の
有

効
期

間
満

了
の

際
、

登
録

の
更

新
の

申
請

が
な

か
っ

た
と

き
。

偽
り

そ
の

他
不

正
の

手
段

に
よ

り
登

録
を

受
け

た
こ

と
が

判
明

し
た

と
き

。

前
条

第
二

号
に

該
当

し
情

状
が

特
に

重
い
と
き
。

正
当

な
理

由
が

な
く

て
第

六
条

第
一

項
の

登
録

変
更

届
出

書
の

提
出

を
怠

っ
た

と
き

。

前
条

の
規

定
に

よ
る

勧
告

に
従

わ
な

い
と
き
。



国
特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録要領

1本要領の位置付け

本要領は、新型インフルエンザ等対策特別措置法第28条第1項第1号の登録に関する規程(平成25

年厚生労働省告示第370号。以下「登録手続告示」という。)に基づく国民生活及び国民経済の安定に

寄与する業務を行う事業者の登録並びに当該事業者と同様の職務を行う公務員(国家公務員及び地方公

務員並びに公務員としての身分が付与されている行政執行法人(独立行政法人通則法(平成11年法律

第103号)第2条第4項に規定する行政執行法人をいう。以下同じ。)及び特定地方独立行政法人(地

方独立行政法人法(平成15年法律第118号)第2条第2項に規定する特定地方独立行政法人をいう。

以下同じ。)の職員をいう。以下同じ。)(区分3の公務員)に関する当該公務員の所属機関の報告が円

滑に行われるよう、登録申請及び報告(以下「登録申請等」という。)に係る留意事項等について定め

るものである。

2登録申請事業者及び登録対象者等

(1)登録申請事業者及び登録対象者

新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年法律第31号。以下「法」という。)第28条の規定

に基づく特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録対象となり得る事業者(外部事業者の従業者

について登録申請を行う公設機関(国、地方公共団体、行政執行法人又は特定地方独立行政法人が開設

する機関をいう。以下同じ。)の開設者を含む。以下「登録申請事業者」という。)は、以下の3つの要

件を満たしている必要がある。

①新型インフルエンザ等対策特別措置法第28条第1項第1号の規定に基づき厚生労働大臣が定め

る基準(平成25年厚生労働省告示第369号。以下「登録基準告示」という。)において定められた

基準のうち、別添1の表の「事業の種類」及び「事業の種類の細目」に記載された事業(以下「国

民生活・国民経済安定事業」という。)に係る事業者であること。

②産業医(労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第13条に規定する産業医をいう。以下同じ。)

を選任していること。ただし、別添1の表の「事業の種類」が社会保険・社会福祉・介護事業に係

る事業者については、この限りでない。

③業務継続計画※を作成していること。

※新型インフルエンザ等対策政府行動計画(平成25年6月7日閣議決定。以下「政府行動計画」

という。)及び新型インフルエンザ等対策ガイドライン(平成25年6月26日新型インフルエン

ザ等及び鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議決定)では「事業継続計画」と表記して

いたが、登録手続告示に合わせ、「業務継続計画」と表記する。



登録を受けた事業者(以下「登録事業者」という。)は、法第4条第3項に基づき、新型インフルエ

ンザ等の発生時においても国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を継続的に実施するよう努め

なければならない。また、新型インフルエンザ等の発生時に、法第18条第1項に規定する基本的対処

方針により、接種総枠、対象、接種順位等を決定することとしており、特定接種の実施を請求する確定

的な権利は発生しないことに留意する。

登録申請事業者は、新型インフルエンザ等の発生時において、登録基準告示において定められた基準

のうち、別添1の表の対象業務(以下「登録対象業務」という。)に従事する者を登録対象者としてそ

の数を登録申請するものとする。

(2)公務員の対象者

国民生活・国民経済安定事業に係る公務員についても、特定接種の実施に際し、必要なワクチンの数

の把握及び円滑なワクチンの供給を行うに当たり、実施主体である国又は地方公共団体が上記登録事業

者と同一の登録事項を把握する必要があるため、上記登録申請事業者と同様に、当該公務員の所属機関

は、特定接種登録申請書(別添2。以下「登録申請書」という。)を用いて、厚生労働省に報告するも

のとする。(法第28条第1項第1号に基づく登録とは異なる性格のものである。)

3登録申請等の周知

厚生労働省は、担当府省庁(別添1の表の「担当府省庁」で記載された府省庁をいう。以下同じ。)

を通じて、必要に応じて地方公共団体や業界団体の協力を得ながら、登録申請事業者に対し、登録申請

方法等について情報提供を行う。また、特定接種の対象となり得る公務員についても同様とする。

4登録申請等の方法

登録申請等の方法は、以下のとおりとする。

(1)登録申請書の提出

登録申請事業者は、特定接種管理システム(以下「管理システム」という。)上で、登録申請書に必

要事項を入力し、厚生労働省に登録申請書を提出する。登録申請書の提出については、管理システムに

より、担当府省庁(担当府省庁が、当該事業所が所在する都道府県又は市町村(特別区を含む。)に申

請内容の確認の協力を依頼する場合は、当該都道府県又は市町村(以下「都道府県等」という。)を含

む。)に通知される。また、やむを得ない理由により、管理システムによる登録申請書の提出ができな

い事業者に対しては、担当府省庁又は都道府県等が紙での配布・受付を行う。

国民生活・国民経済安定事業に係る公務員についても同様に、当該公務員の所属機関は、登録申請書

を用いて、これに必要事項を入力し、厚生労働省に報告する。

(2)登録申請内容の確認

2



担当府省庁又は都道府県等は、管理システムにより通知された登録申請書の内容を適切に確認した上

で、管理システムにより厚生労働省(都道府県等にあっては、担当府省庁又は都道府県)に通知する。

登録申請書を紙で受け付けた場合は、担当府省庁又は都道府県等は、これを登録申請書(Excelシー

ト)に転記・確認の上で、取りまとめて、E-maiIで厚生労働省(都道府県等にあっては、担当府省庁又

は都道府県)に送付する。

なお、登録申請内容に疑義がある場合には、必要に応じて登録申請事業者に対して、登録対象業務の

従業者数に係る算出の根拠等について照会を行うとともに、登録申請内容について修正を求めることと

する。

国民生活・国民経済安定事業に係る公務員に関する報告内容についても同様に、担当府省庁又は都道

府県等において適切に確認を行った上で、厚生労働省に通知する。

(3)登録等の実施

厚生労働省は、担当府省庁の確認が終了した登録申請書の内容について、厚生労働省に備える登録事

業者管理台帳(以下「管理台帳」という。)に登録を行う。

また、国民生活・国民経済安定事業に係る公務員に関する報告内容についても同様に管理台帳に記録

する。

登録等に当たっては、備蓄しているワクチンが最大約1,000万人分であることを考慮し、医療分野及

び新型インフルエンザ等対策の実施に携わる公務員を含む全体の登録申請人数及び報告人数の合計が

1,000万人を超える場合、当該全体の登録人数及び記録人数の合計が1,000万人程度となるように、国

民生活・国民経済安定事業に係る登録申請人数及び公務員の報告人数を調整することとする。

5登録申請書の記載事項

登録申請書の記載事項は、下記のとおりとする。また、担当府省庁は、必要に応じて、登録申請書の

記載事項を備考欄を活用して追加することができる。

(1)申請者情報

・設立区分(公設機関の開設者のみ記載)

・事業者名

・代表者の氏名

・郵便番号

・所在地

・電話番号

・FAX番号

・E-mailアドレス

・産業医を選任していること(社会保険・社会福祉・介護事業以外の登録申請事業者のみ記載(公設
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機関の開設者は備考欄に記載))

・業務継続計画を作成していること(登録申請事業者のみ記載(公設機関の開設者は備考欄に記載))

(2)事業所情報

・事業所名

・郵便番号

・所在地

・電話番号

・FAX番号

・E-mailアドレス

・申請事業者の全従業者数

・事業の種類

・登録対象業務の従業者数

うち申請事業者の登録対象業務の従業者数

うち外部事業者の登録対象業務の従業者数

・登録対象業務の従業者数の登録対象業務ごとの内訳(備考欄に記載)

(3)接種実施医療機関情報

・医療機関名

・郵便番号

・所在地

・電話番号

・FAX番号

・E-mailアドレス

・接種実施医療機関が未定の場合は、上記の事項に代えて、接種実施医療機関の確保方法(備考欄に

記載)

記載事項に関する詳細は、別途定めることとするが、基本的な考え方は以下のとおりである。

(産業医)

登録申請事業者は、労働安全衛生法の所定の要件に該当する医師を産業医として選任しなければなら

ない。ただし、別添1の表の「事業の種類」が社会保険・社会福祉・介護事業に係る事業者については、

産業医の選任を求めないこととするが、嘱託医に依頼する等、迅速に接種が行える体制を確保すること。

(業務継続計画)

登録申請事業者は、業務継続計画を作成し、主たる事務所又は事業所に備え付けなければならない。

業務継続計画に記載すべき事項は以下のとおりである。

4



・新型インフルエンザ等発生時の業務継続方針

・新型インフルエンザ等発生時の重要業務、縮小業務及び休止業務の分類並びに重要業務の継続方針

・新型インフルエンザ等発生時の重要業務継続のための具体的方策

・その他必要な事項(特定接種の実施に必要な事項等)

(接種実施医療機関)

接種実施医療機関が未定の場合の確保方法については、申請時点で検討している方法(外部の医療機

関での実施等)を記載する。

外部の医療機関を接種実施医療機関として確保する場合、6による登録をした旨及び登録人数が通知

された登録事業者は、速やかに、地域医師会、病院団体や地方公共団体の協力を得て、接種実施医療機

関と特定接種の実施に関して連携体制を構築するとともに当該医療機関(外部の医療機関)と覚書を作

成し、取り交わしておくことが必要である。なお、「特定接種の接種体制に関する覚書」の様式(別添

3)を示すので、適宜活用されたい。

また、当該登録事業者は、覚書作成後30日以内に管理システム上で、変更届出書に接種実施医療機

関に係る以下の事項を入力し、厚生労働省に提出する。

・医療機関名

・郵便番号

・所在地

・電話番号

・FAX番号

・E-mailアドレス

国民生活・国民経済安定事業に係る公務員についても同様に、当該公務員の所属機関は、変更届出書

を用いて、厚生労働省に報告する。

(常勤換算)

従業者数については、登録対象業務に従事する時間を基に常勤換算したものとする。

(外部事業者の考え方)

登録申請事業者の登録対象業務を受託している外部事業者の職員(当該登録申請事業者に常駐して当

該業務を行う等不可分一体となっている場合に限る。)は、(2)の登録対象業務の従業者数に含むもの

とする。なお、外部事業者の職員には、委託や請負のほか、登録申請事業者の登録対象業務を担う派遣

労働者も含むものとする。

なお、公設機関の職員は公務員の身分を有しているが、これらの職員についても、特定接種の実施に

必要な事項等を報告する必要がある。一方、当該機関で登録対象業務を行う外部事業者(指定管理者制

度を利用して管理又は運営を包括的に代行させている場合も含む。)の従業者は公務員の身分を有して

いないため、当該公設機関の開設者は、2(1)の登録申請事業者として、法に基づく登録申請を行う

必要がある。この場合、公務員の身分を有する職員と接種の実施主体が異なることもあるため、これら

の外部事業者の従業者とは、区別して対象者数を報告・登録申請することとする。
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6登録完了の連絡及び公表

厚生労働省は、登録申請事業者が登録事業者として厚生労働省に備える管理台帳に登録された場合に

は、管理システムにより、登録申請事業者に対して、登録をした旨及び登録人数を通知するとともに、

厚生労働省のホームページにおいて、当該事業者名、事業の種類、事業所名及びその所在地、登録人数、

登録年月日並びに登録番号を公表する。

また、報告のあった国民生活・国民経済安定事業に係る公務員の所属機関についても、登録事業者と

同様に通知及び公表をするものとする。

なお、厚生労働省は、新型インフルエンザ等の発生後、特定接種を実施した場合には、実施した登録

事業者名等を公表するものとする。

7登録の有効期間及び更

登録の有効期間は5年とする。

有効期間満了の後も引き続き国民生活・国民経済安定事業を行う登録事業者は、登録の更新を受ける

ことができる。登録の更新を受けようとする事業者は、登録の有効期間満了の日の90日前から30日前

までの間に登録更新の申請を行うこと。

なお、管理システムにより、登録事業者に対して、登録の有効期間満了の日の90日前に、登録の更

新案内をE-maiIで通知する。

また、報告のあった国民生活・国民経済安定事業に係る公務員の所属機関についても、登録事業者と

同様に更新の報告を行うものとする。

8変更及び廃業等の届出

(1)変更の届出

登録事項について変更があった場合(軽微な変更があった場合を除く。)は、登録事業者は、30日以

内に管理システム上で、登録申請書に変更事項を入力し、厚生労働省に提出しなければならない。登録

申請書の内容確認及び登録等の実施については、4に準じることとする。

また、報告のあった国民生活・国民経済安定事業に係る公務員の所属機関についても同様とする。

(2)廃業等の届出

合併、破産等により登録事業者が消滅した場合及び登録事業者が国民生活・国民経済安定事業を廃業

した場合、登録事業者は、30日以内に厚生労働省に対して、その旨を届け出なければならない。

また、報告のあった国民生活・国民経済安定事業に係る公務員の所属機関についても同様とする。

9広報・相談
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厚生労働省は、担当府省庁等の協力を得ながら、登録申講事業者に、接種の目的、実施方法、安全性、

有効性等を含め、的確な情報が伝達されるよう周知を行う。

画

本要領は、必要に応じて適宜見直すものとする。
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回

特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録対象に関する基準

特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録対象に関する基準及び担当府省庁は、登録基準告示及

び政府行動計画に基づき、以下の表のとおりとする。

なお、登録申請事業者と同様の職務を行う公務員(区分3の公務員)についても同様とする。

     事業の事業の種類の細目社会的役割対象業務担当府

     種類省庁

     社会保介護保険施設(新型インサービスの停止等が利要介護三以上、障害支援区分厚生労

     険・社会フルエンザ等医療提供用者の生命維持に重四以上(障害児にあっては、働省

     福祉・介護事業(法第31条第1項に規大・緊急の影響がある介護・福祉サービスの提供短期入所に係る障害児支援区分二以上)又は未就学児の
     定する患者等に対する利用者であってサービスの
     医療の提供をいう。以下停止等が生命維持に重大か

     同じ。)を行う事業の項つ緊急の影響があるものが

     に分類されるものを除いる入所施設又は訪問事業

     〈。)所において、介護職員、保健
     師、助産師、看護師、准看護

     指定居宅サービス事業師、保育士若しくは理学療法
     指定地域密着型サービ士等又は施設長等その他の

     ス事業意思決定者が行う介護等の

     老人福祉施設生命維持に係るサービスの

     有料老人ホーム業務
     障害福祉サービス事業

     障害者支援施設

     障害児入所支援施設

     救護施設

     児童福祉施設

     医薬医薬品卸売販売業新型インフルエンザ等新型インフルエンザ等医療厚生労

     品・化粧発生時における必要な提供、重大緊急医療提供(重働省

     品等卸医療用医薬品の販売大かつ緊急の生命保護に関

     売業する医療の提供をいう。以下

     同じ。)又は新型インフルエ

     ンザ等に係る予防接種に用

     いる医療用医薬品の販売又

     は配送の業務

     医薬品医薬品製造販売業新型インフルエンザ等新型インフルエンザ等医療厚生労

     製造業医薬品製造業発生時における必要な提供、重大緊急医療提供又は働省
     医療用医薬品の生産新型インフルエンザ等に係

     る予防接種に用いる医療用

     医薬品の元売り、製造、安全

     性確保又は品質確保の業務



     事業の種類事業の種類の細目社会的役割対象業務担当府省庁

     医療機器修理業医療機器修理業新型インフルエンザ等発生時における必要な医療機器の販売新型インフルエンザ等医療提供、重大緊急医療提供又は新型インフルエンザ等に係る予防接種に用いる医療機器の修理、販売、貸与又は配送の業務厚生労働省     医療機器販売業医療機器販売業
     医療機器貸与業医療機器貸与業

     医療機器製造業医療機器製造販売業医療機器製造業新型インフルエンザ等発生時における必要な医療機器の生産新型インフルエンザ等医療提供、重大緊急医療提供又は新型インフルエンザ等に係る予防接種に用いる医療機器の元売り、製造、安全性確保又は品質確保の業務厚生労働省
     再生医療等製品販売業再生医療等製品販売業新型インフルエンザ等発生時における必要な再生医療等製品の販売新型インフルエンザ等医療提供、重大緊急医療提供又は新型インフルエンザ等に係る予防接種に用いる再生医療等製品の販売又は配送の業務厚生労働省
     再生医療等製品製造業再生医療等製品製造販売業再生医療等製品製造業新型インフルエンザ等発生時における必要な再生医療等製品の生産新型インフルエンザ等医療提供、重大緊急医療提供又は新型インフルエンザ等に係る予防接種に用いる再生医療等製品の元売り、製造、安全性確保又は品質確保の業務厚生労働省
     ガス業ガス業新型インフルエンザ等発生時における必要なガスの安定的・適切な供給原料調達、ガス製造、ガスの供給監視若しくは調整、設備の保守若しくは点検、緊急時の保安対応、製造若しくは供給若しくは顧客情報等の管理又は製造若しくは供給に関連するシステムの保守の業務経済産業省
     銀行業中央銀行新型インフルエンザ等発生時における必要な通貨及び金融の安定銀行券の発行、通貨若しくは金融の調節又は資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置の業務財務省
     空港管理業空港機能施設事業新型インフルエンザ等発生時における必要な航空保安検査、旅客の乗降、燃料補給、貨物管理又は滑走国土交通省
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     事業の種類事業の種類の細目社会的役割対象業務担当府省庁

     旅客運送及び緊急物資(新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令(平成25年政令第122号)第14条各号に規定する物資をいう。以下同じ。)の航空機による運送確保のための空港運用路等維持管理の業務(公務員の場合は、管制業務を含む。)
     航空運輸業航空運送業新型インフルエンザ等発生時における必要な旅客運送及び緊急物資の運送航空機の運航、客室応対、運航管理、整備、旅客サービス又は貨物サービスの業務国土交通省

     水運業外航海運業沿海海運業内陸水運業船舶貸渡業新型インフルエンザ等発生時における必要な緊急物資の運送船舶による緊急物資の運送の業務国土交通省
     通信業固定電気通信業移動電気通信業新型インフルエンザ等発生時における必要な通信の確保通信ネットワーク若しくは通信設備若しくは社内システムの監視、運用又は保守の業務総務省

     鉄道業鉄道業新型インフルエンザ等発生時における必要な旅客運送及び緊急物資の運送運転、運転指令、信号取扱い、車両検査、運用、信号システム若しくは列車無線若しくは防災設備等の検査、軌道若しくは構造物の保守、電力安定供給のための保守、線路若しくは電線路設備保守のための統制又は情報システムの管理の業務国土交通省
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     事業の種類事業の種類の細目社会的役割対象業務担当府省庁

     務

     道路貨物運送業一般貨物自動車運送業新型インフルエンザ等発生時における必要な緊急物資の運送トラックによる緊急物資の蓮送の集荷若しくは配送若しくは仕分け管理、運行管理又は整備管理の業務国土交通省
     道路旅客運送業一般乗合旅客自動車運送業患者等搬送事業新型インフルエンザ等発生時における必要な旅客の運送旅客バス若しくは患者等搬送事業用車両の運転、運行管理又は整備管理の業務国土交通省

     放送業公共放送業民間放送業新型インフルエンザ等発生時における国民への情報提供新型インフルエンザ等発生に係る社会状況全般の報道を行うための取材若しくは編成若しくは番組制作若しくは番組送出若しくは現場からの中継若しくは放送機器の維持管理又は放送システム維持のための専門的な要員の確保の業務総務省
     郵便業郵便業新型インフルエンザ等発生時における郵便の確保郵便物の引受又は配達の業務総務省

     映像・音声・文字情報制作業新聞業新型インフルエンザ等発生時における国民への情報提供新聞(一般紙に限る。)の新型インフルエンザ等発生に係る社会状況全般の報道を行うための取材若しくは編集若しくは制作、印刷若しくは販売店への発送又は編集若しくは制作システムの維持のための専門的な要員の確保の業務経済産業省
     銀行業銀行中小企業等金融業(商工組合中央金庫を除く。)新型インフルエンザ等発生時における必要な資金決済及び資金の円滑な供給現金の供給、資金の決済、資金の融通又は金融事業者間取引の業務金融庁

     中小企業等金融業(商工組合中央金庫に限る。)経済産業省

     農林水産金融業農林水産省
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     事業の事業の種類の細目社会的役割対象業務担当府

     種類省庁

     政府関係金融機関(沖縄財務省

     振興開発金融公庫を除

     〈。)

     政府関係金融機関(沖縄内閣府

     振興開発金融公庫に限

     る。)

     河川管河川管理・用水供給業新型インフルエンザ等ダムの流量調節操作若しく国土交

     理・用水発生時における必要なは用水供給施設の操作、流量通省

     供給業水道、工業用水の安定若しくは水質に関する調査

     的・適切な供給に必要な又はダム若しくは用水供給

     水源及び送水施設の管施設の補修若しくは点検若

     理しくは故障若しくは障害対

     応の業務

     工業用工業用水道業新型インフルエンザ等浄水管理、水質検査、配水管経済産

     水道業発生時における必要な理又は工業用水道設備の補業省

     工業用水の安定的・適切修若しくは点検若しくは故

     な供給障若しくは障害対応の業務

     下水道下水道処理施設維持管新型インフルエンザ等処理場における水処理若し国土交

     業理業発生時における下水道くは汚泥処理に係る監視若通省

     下水道管路施設維持管の適切な運営しくは運転管理、ポンプ場に
     理業おける監視若しくは運転管

     理又は管路における緊急損

     傷対応の業務

     上水道上水道業新型インフルエンザ等浄水管理、導水管理若しくは厚生労

     業発生時における必要な送水管理若しくは配水管理、働省

     水道水の安定的・適切な水道施設の故障若しくは障

     供給害対応又は水質検査の業務

     金融証全国銀行資金決済ネッ新型インフルエンザ等金融機関間の決済又はCD金融庁

     券決済トワーク発生時における金融シ若しくはATMを含む決済

     事業金融決済システムステムの維持インフラの運用若しくは保
     守の業務

     金融商品取引所等銀行等が資金決済や資金供

     給を円滑に行うために必要

     な有価証券や派生商品の取

     引を行うための注文の受付、

     付合せ又は約定の業務

     金融商品取引清算機関有価証券や派生商品の取引

     に基づく債務の引き受け又

     は取引の決済の保証の業務

     振替機関売買された有価証券の権利

     の電子的な受け渡しの業務
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     事業の種類事業の種類の細目社会的役割対象業務担当府省庁

     石油・鉱物卸売業石油卸売業新型インフルエンザ等発生時における石油製品(LPガスを含む。)の供給石油製品(LPガスを含む。)の輸送、保管、出荷又は販売の業務経済産業省

    
     熱供給業熱供給業新型インフルエンザ等発生時における熱供給燃料調達、冷暖房若しくは給湯の供給監視若しくは調整、設備の保守若しくは点検又は製造若しくは供給に関する設備若しくはシステムの保守若しくは管理の業務経済産業省

     飲食料品小売業各種食料品小売業食料品スーパー新型インフルエンザ等発生時における食料品(缶詰、農産保存食料品、精穀、製粉、パン、菓子、レトルト食品、冷凍食品、めん類及び育児用調製粉乳に限る。以下同じ。)の販売食料品の調達、配達又は消費者への販売の業務農林水産省     コンビニエンスストア経済産業省

     各種商品小売業百貨店・総合スーパー新型インフルエンザ等発生時における食料品又は生活必需品(石けん、洗剤、トイレットペーパー、ティッシュペーパー、シャンプー、ごみビニール袋及び衛生用品をいう。以下同じ。)の販売食料品若しくは生活必需品の調達、配達又は消費者への販売の業務経済産業省
     食料品製造業缶詰・農産保存食料品製造業精穀・製粉業パン・菓子製造業新型インフルエンザ等発生時における食料品の供給食料品の製造、資材調達又は出荷の業務農林水産省

6



     事業の種類事業の種類の細目社会的役割対象業務担当府省庁

     レトルト食品製造業冷凍食品製造業めん類製造業処理牛乳・乳飲料製造業(育児用調製粉乳に限る。)
     飲食料品卸売業食料・飲料卸売業卸売市場関係者新型インフルエンザ等発生時における食料品及び食料品を製造するための原材料の供給食料品若しくは原材料の調達、配達又は販売の業務農林水産省

     燃料小売業燃料小売業(LPガス及びガソリンスタンドに限る。)新型インフルエンザ等発生時におけるLPガス、石油製品の供給オートガススタンドにおけるLPガスの受入若しくは保管若しくは販売若しくは保安点検又はサービスステーションにおける石油製品の受入若しくは保管若しくは配送若しくは販売若しくは保安点検の業務経済産業省
     その他の生活関連サービス業火葬・墓地管理業火葬の実施遺体の火葬の業務厚生労働省

     冠婚葬祭業遺体の死後処置遺体の死後処理に際して、直接遺体に触れる業務(創傷の手当、身体の清拭、詰め物又は着衣の装着に限る。)経済産業省
     その他小売業ドラッグストア新型インフルエンザ等発生時における生活必需品の販売生活必需品の調達若しくは配達又は消費者への販売の業務経済産業省
     廃棄物処理業産業廃棄物処理業医療廃棄物の処理医療機関からの廃棄物の収集運搬又は焼却処理の業務環境省

※1:「事業の種類」及び「事業の種類の細目」で記載された事業は、原則として日本標準産業分類上

の整理とする。当該日本標準産業分類上の事業には該当しないが、当該事業と同様の社会的役割を担

う事業者については、当該事業に該当する事業者として整理する。

※2:水先業及びタグ事業については、水運業の一体型外部事業者として登録対象業務に従事するその

職員を5(2)の登録対象業務の従業者数に含むものとする。

※3:倉庫業、港湾運送業、貨物利用運送業については、取り扱う物資によって公益性が変化するため、

緊急物資の運送業務に必要な事業者については、外部事業者とする。また、緊急物資について荷主企

業や運送事業者と長期的(恒常的)な契約を結ぶなど、一体的な業務を行っているところは一体型外

部事業者として登録対象業務に従事するその職員を5(2)の登録対象業務の従業者数に含むものと
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し、これらと短期的な契約を行っている事業者は一般の外部事業者とする。

※4:銀行業(中央銀行を除く。)については、政府行動計画の銀行業欄に記載された担当府省庁(金

融庁、内閣府、経済産業省、農林水産省、財務省及び厚生労働省)の中から、便宜上、主担当府省庁

を定めるもの。なお、主担当府省庁以外の担当府省庁は、主担当府省庁からの求めに応じ、特定接種

の登録作業(周知・確認等)に協力するものとする。
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登録申請書(国、都道府県、市区町村) 別添2
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回
特定接種の接種体制に関する覚書

(株)○○○○代表取締役○○○○(以下「甲」という。)と医療法人○○○

代表者○○○○(以下「乙」という。)は、新型インフルエンザ等対策特別措置

法(平成24年法律第31号)第28条の規定に基づき実施される特定接種の接種

体制に関して、下記の事項について合意したので、ここに覚書を締結する。

記

接種実施医療機関である乙は、新型インフルエンザ等対策特別措置法第28条

第1項第1号の規定に基づき厚生労働大臣の定める基準(平成25年厚生労働省

告示第369号)の別表の業務に従事する甲の従業員○○人分の特定接種を行う

こと。

以上

以上の合意の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、甲乙各1

通を保有する。

平成○○年○○月○○日

甲○○県○○市○○○丁目○番地○号

株式会社○○○○

代表取締役

○○○○

乙○○県○○市○○○丁目○番地○号

医療法人○○○○

代表者

○○○○

注)株式会社、医療法人は一例である。



事務連絡

平成28年1月6日

各都道府県衛生主管部(局)

新型インフルエンザ対策担当課御中

厚生労働省健康局結核感染症課

新型インフルエンザ対策推進室

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種(国民生活・国民経済安定

分野)の登録について

標記については、「新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定に基づく特定接種

の登録に係る告示の一部改正及び特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録要

領について」(平成28年1月6日健発0106第6号厚生労働省健康局長通知)により

お示ししたところです。

今般、特定接種登録申請書の入力、内容の確認に当たって必要な手引き及び登録申

請に関するQ&Aを、別紙1「特定接種登録申請書(国民生活・国民経済安定分野)

の入力に関する手引き」、別紙2「特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録

申請Q&A」及び別紙3「特定i接種登録申請書(国民生活・国民経済安定分野)の確

認の手引き」により定め、また、事業者からの登録申請の受付期限を始めとする登録

のスケジュール及び内容確認に都道府県等に御協力いただくことを予定している業

種について、別紙4「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種(国民

生活・国民経済安定分野)の登録のスケジュールについて」及び別紙5「新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録

申請書等の内容確認に都道府県等に御協力いただくことを予定している事業につい

て」を作成しましたので、内容を御了知の上、管内の市町村及び特別区に別紙1から

5までの周知を、また、管内の関係機関等に別紙1、2及び事業者からの登録申請の

受付期間等の周知を図るようお願いします。

登録申請書の内容確認への御協力については、別途、当該業種の担当府省庁から依

頼することを予定しておりますが、その場合において、登録申請を希望する事業者か

らの照会や、内容確認が必要な業種の登録申請があった場合には、それぞれ御対応い

ただくようお願いします。

なお、登録を希望する事業者からの登録申請、内容確認、疑義照会や、事業者の登

録は、特定接種管理システム(概要は別紙6)によって行います。当該システムにア

クセスするためのURLは以下の通りです。

htts:〃tokuteisessu.°/Vaccine21adminLoin

また、これらの特定接種登録申請書など登録に係る資料は、厚生労働省ホームペー

ジにおいて公表する予定です。



回
特定接種登録申請書(国民生活・国民経済安定分野)の入力に関する手引き

本手引きは、特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録要領(健発OlO6第6号平成28年1月

6日付け厚生労働省健康局長通知。以下「登録要領」という。)に基づき、国民生活・国民経済安定事

業を行う事業者の管理システムによる登録申請書の入力に係る留意事項等について定めるものである。

なお、本手引きで用いる略語(例えば、「国民生活・国民経済安定事業」など。)については、登録要

領において定義している場合があるので、登録申請書に入力するに当たっては、本手引きと併せて登録

要領も参照されたい。さらに、本手引きの別添1として入力例を示したので参照されたい。

1登録申請までの流

管理システム上で、下記の方法に従い、登録申請をすること。別添2に登録申請までの流れを図示し

たので参照されたい。

①下記のリンクにアクセスし、ログイン画面を表示する。

htt〕s'〃tokuteisessvu,A7accille2/10in's

②ログイン画面において、「初めての方へ」をクリックする。E-mailアドレスを入力し「送信」ボ

タンをクリックすると、入力したE-mai1アドレスに登録申請画面のURL及び一括アップロードに

必要なEXGelシート(4の「リストのアップロード」を参照)のURLが送信される。

③送信されたURLにアクセスすると登録申請画面が表示されるので、2以降に従い、登録申請書に

必要事項を入力し、「確認画面へ」をクリックする。

④確認画面において「送信」をクリックすると、登録申請が完了し、3の申請者情報に入力したE-maiI

アドレスにログインID(②で入力したE-maiIアドレス)及びパスワードが送信される。

登録申請の完了後、登録申請書の内容を確認する場合や担当府省庁等の疑義照会により登録申請書の

内容を修正する場合は、①のリンクからログイン画面を表示し、ログイン1D及びパスワードを入力し

ログインすると登録申請画面が表示される。

なお、パスワードは変更及び再発行が可能である。パスワードの変更及び再発行については、別添2

を参照されたい。

2申請者の設立主体

登録申請事業者の場合(国、地方公共団体、行政執行法人及び特定地方独立行政法人以外の場合に限

る。)は①民間を、国、地方公共団体、行政執行法人及び特定地方独立行政法人の場合は②国、都道府

県、市区町村をリストの中から選択すること。行政執行法人及び特定地方独立行政法人以外の独立行政

法人及び地方独立行政法人については①を選択すること。

なお、国、地方公共団体、行政執行法人及び特定地方独立行政法人が開設する機関(以下「公設機関」

という。)であって、指定管理者制度等を利用して外部事業者に管理又は運営を包括的に代行させてい

る場合は、外部事業者の従業者は公務員の身分を有していないため、②を選択した上で、登録対象業務



の従業者数のすべてを外部事業者の従業者として登録申請すること。

3申請者(事業者)情

(虚偽の申請)

登録申請書の入力内容に偽りがないことについて、チェック項目にチェックすること。

(設立区分)(公設機関の開設者のみ入力)

設立主体に応じ①国、②都道府県、③市区町村をリストの中から選択すること。なお、行政執行法人

については①国、特定地方独立行政法人についてはその設立団体に応じ②都道府県又は③市区町村を選

択すること。

(事業者名)

法人名、商号については、登記簿等と一致させること。法人種別については株式会社OO、公益財団

法人△△など、省略せず入力すること。(株)や(公財)は用いない。なお、法人化していない個人事

業主の場合は、氏名を入力すること。

また、公務員の場合は、その所属機関名(府省庁名、地方公共団体名、行政執行法人名又は特定地方

独立行政法人名)を入力する。

なお、公設機関において、指定管理者制度等により運営を行っている場合は、事業者名には府省庁名、

地方公共団体名、行政執行法人名又は特定地方独立行政法人名を入力し、事業所名に当該公設機関名を

入力すること。

全角文字を用いること。振り仮名も、平仮名で全角文字を用いて入力し、途中でスペースは空けない

こと。

(代表者氏名)

登録申請事業者や公務員の所属機関の代表者名を入力する(理事長、代表取締役等。国の場合は、各

府省庁の長、地方公共団体の場合は、都道府県知事、市区町村長等)。

なお、法人化していない個人事業主の場合は、再度、個人事業主の氏名を入力すること。

全角文字を用いること。振り仮名も、平仮名で全角文字を用いて入力し、氏名の間にスペースは不要

であること。

(郵便番号及び所在地)

郵便番号欄に7桁の数字を入力し、検索ボタンを押すと、都道府県名及び市区町村名が自動付与され

るので、町名以下を全角文字で入力すること。登記簿等と一致させること。また、建物名がある場合は

省略せずに入力すること。

なお、郵便番号を入力しても自動付与されない場合は、都道府県名及び市区町村名をリストから選択

して入力する。

(例)〒100-8916⇒1008916、OO県OO市OO町1丁目2番地3号OOビル4階
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(電話番号及びFAX番号)

半角数字で市外局番から入力すること。ハイフン及び括弧は用いない。なお、FAXがない場合は、空

欄で差し支えない。

(例)TEL:03-3595-3426⇒0335953426

(E-ma日アドレス)

1②で入力したEanailアドレスが自動入力されているので、変更が必要な場合は、半角英数字を用

いて入力すること。

なお、登録申請完了の連絡や担当府省庁等による疑義照会の連絡、また、新型インフルエンザ等の発

生時に、政府対策本部での決定を受け、特定接種の総枠及び当該登録事業者における特定接種の接種対

象者数の連絡などに使用するため、平時から業務に使用しているものを入力すること。また、緊急時に

確実に連絡が取れるのであれば、代表者の携帯電話のE-mailアドレスなどでも差し支えない。

(産業医の選任の有無)(登録申請事業者のみ入力)

労働安全衛生法の所定の要件に該当する医師を産業医として選任している場合は「産業医の選任の有

無」欄で「有」を選択すること(公設機関の開設者は、備考欄2に入力すること)。なお、産業医を選

任していない場合は登録申請の対象とならない。

なお、登録要領別添1の表の「事業の種類」が社会保険・社会福祉・介護事業に該当する登録申請事

業者は、産業医の選任は不要であるが、管理システムの都合上、「有」を選択すること。

(業務継続計画の有無)(登録申請事業者のみ入力)

業務継続計画を作成している場合は「業務継続計画の有無」欄で「有」を選択すること(公設機関の

開設者は、備考欄2に入力すること)。なお、業務継続計画を作成していない場合は登録申請の対象と

ならない。

※政府行動計画及びガイドラインでは「事業継続計画」と表記していたが、登録要領に合わせ、「業

務継続計画」と表記する。

(備考欄1)

登録申請事業者の許認可番号(許認可番号がない業種にあっては、会社法人等番号)を入力する。

(備考欄2)(公設機関の開設者のみ必要に応じて入力)

公設機関が、4(3)において、外部事業者の登録対象業務の従業者数を登録申請する場合は、産業

医を選任している旨及び業務継続計画を作成している旨を入力すること。ただし、登録要領別添1の表

の「事業の種類」が社会保険・社会福祉・介護事業に該当する場合は、産業医の選任についての入力は

不要である。

圃

各事業所について、下記の(1)から(4)までに示す事項を入力する。なお、複数の事業所を有し

3



ている場合は、「追加登録」をクリックして、登録要領別添1の表の「事業の種類」及び「事業の種類

の細目」に該当する事業を営むすべての事業所について、同様に(1)から(4)までに示す事項を入

力すること。

(リストのアップロード)

複数の事業所を所有する場合、Excelシートに必要事項を入力してアップロードすることで、一括し

て全事業所情報を入力することもできる。なお、ExceIシートは、1②で送信されたメール内のURLに

アクセスするとダウンロードすることが可能である。

(1)事業所情報

(事業所名)

支店名、施設名等を入力する。

全角文字を用いて入力すること。

(例)OO支店、OO事業所、OO局

(郵便番号及び所在地)

郵便番号欄に7桁の数字を入力し、検索ボタンを押すと、都道府県名及び市区町村名が自動付与され

るので、町名以下を全角文字で入力すること。登記簿等と一致させること。また、建物名がある場合は

省略せずに入力すること。事業所を1つしか有しない場合は、申請者情報で入力した所在地を入力する

こと。

なお、郵便番号を入力しても自動付与されない場合は、都道府県名及び市区町村名をリストから選択

して入力する。

(例)〒100-8916⇒1008916、OO県OO市OO町1丁目2番地3号OOビル4階

(電話番号及びFAX番号)

半角数字で市外局番から入力すること。ハイフン及び括弧は用いない。なお、FAXがない場合は、空

欄で差し支えない。

(例)TEL:03-3595-3426⇒0335953426

(E-mailアドレス)

半角英数字を用いて入力すること。E-maiIアドレスがない場合は、空欄で差し支えない。

(申脂事業者の全従業者数)

当該事業所において勤務する申請事業者の全従業者数(外部事業者の従業者数を含まない。)を入力

する。

(2)事業の種類情報
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(事業の種類)

事業の種類について、登録要領別添1の表の「事業の種類」の中から該当する事業をリストの中から

選択すること。

(事業の種類の細目①)

事業の種類の細目①について、登録要領別添1の表の「事業の種類の細目」の中から該当する事業を

リストの中から選択すること。

(事業の種類の細目②)

事業の種類の細目②について、業種別に下記により該当する事業をリストの中から選択すること。

・事業の種類の細目①で記載した事業の担当部局が複数に及ぶ場合があれば、担当府省庁と調整して、

各担当部局ごとに、所管する事業名を設定する場合があるので、この場合においては該当する事業

を選択すること。

・その他の事業については、「未選択」を選択すること。

(複数の事業の種類の入力)

当該事業所で登録要領別添1の表の「事業の種類」及び「事業の種類の細目」のうち、複数の事業を

営んでいる場合は、「追加登録」をクリックして、該当するすべての事業について、当該事業名及び登

録対象業務の従業者数を入力すること。なお、登録対象業務の従業者数の入力については、(3)を参

照されたい。

(3)各事業の種類ごとにおける登録対象業務の従業者数

(登録対象業務の従業者数(常勤換算))

登録対象業務の従業者数については、申請事業者に所属の登録対象業務の従業者数と外部事業者に所

属の登録対象業務の従業者数とを分けて入力すること。

なお、「登録対象業務の従業者数」欄については、「うち申請事業者の登録対象業務の従業者数」と「う

ち外部事業者の登録対象業務の従業者数」を合計した人数が自動挿入されるため、入力は不要である。

ただし、紙で登録申請する場合のみ「うち申請事業者の登録対象業務の従業者数」と「うち外部事業者

の登録対象業務の従業者数」を合計した値を記載すること。

(うち申請事業者の登録対象業務の従業者数)

常勤換算し、整数(小数点以下は切り上げる)で入力すること。半角数字を用いて入力すること。

(うち外部事業者の登録対象業務の従業者数)

常勤換算し、整数(小数点以下は切り上げる)で入力すること。半角数字を用いて入力すること。

(常勤換算)

常勤換算した従業者数とは、以下の人数を合算したものをいう。
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①新型インフルエンザ等の発生時に所定勤務時間(※)を基本的に登録対象業務に従事することが

想定されている者(以下「常勤者」という。)の人数

②所定勤務時間の一部を登録対象業務に従事する者が、当該事業所において1週間に登録対象業務

に従事する延べ時間を所定勤務時間で除した数字に対象者の人数を掛けた人数(複数の勤務形態

がある場合はそれぞれを合算し、事業所単位で登録対象業務ごとに小数点以下を切り上げるもの

とする。)

※所定勤務時間:事業所において定められている1週間の勤務時間

(例)週3日午前に勤務する従業者が5人、週2日午後に勤務する従業者が10人の場合

勤務する事業所における常勤者の通常の労働時間(所定勤務時間)が週40時間で、午前の勤務時間

を9時から12時までの3時間、午後の勤務時間を13時から18時までの5時間と仮定した場合、3時

間/日x3日÷40時間x5(人)+5時間/日×2日÷40時間×10(人)=1,125(人)+2.5(人)=

3.625(人)となり、これを小数点以下で切り上げ、4(人)が上記②に該当する従業者数となる。

(入力例)

以下の例にならい、入力すること。

①外部事業者を活用していない場合

・登録対象業務の従業者数:A人

・うち申請事業者の登録対象業務の従業者数:A人

・うち外部事業者の登録対象業務の従業者数:0人

②外部事業者を活用している場合(外部事業者の従業者が従事している場合)

・登録対象業務の従業者数:B+C人

・うち申請事業者の登録対象業務の従業者数:B人

・うち外部事業者の登録対象業務の従業者数:C人

③指定管理者制度等を活用している場合(登録対象業務の従業者がすべて外部事業者の従業者である

場合)

・登録対象業務の従業者数:D人

・うち申請事業者の登録対象業務の従業者数:0人

・うち外部事業者の登録対象業務の従業者数:D人

(備考欄)

登録対象業務の従業者数の登録対象業務ごとの内訳を入力する。

(4)接種実施医療機関情報

当該事業所において登録申請時に接種実施医療機関が確保できている場合は下記の事項を入力する。
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(医療機関名)

接種実施医療機関名を全角文字を用いて入力すること。開設届、医療機関と取り交わした覚書等と一

致させること。

(例)OO病院

(郵便番号及び所在地)

郵便番号欄に7桁の数字を入力し、検索ボタンを押すと、都道府県名及び市区町村名が自動付与され

るので、町名以下を全角文字で入力すること。開設届、医療機関と取り交わした覚書等と一致させるこ

と。また、建物名がある場合は省略せずに入力すること。

なお、郵便番号を入力しても自動付与されない場合は、都道府県名及び市区町村名をリストから選択

して入力する。

(例)〒100-8916⇒1008916、OO県OO市OO町1丁目2番地3号OOビル4階

(電話番号及びFAX番号)

半角数字で市外局番から入力すること。ハイフン及び括弧は用いない。なお、FAXがない場合は、空

欄で差し支えない。

(例)正LO3-3595-3426⇒0335953426

(E-mailアドレス)

半角英数字を用いて入力すること。E-mailアドレスがない場合は、空欄で差し支えない。

(備考欄)(接種実施医療機関が未確保の場合のみ入力)

当該事業所において接種実施医療機関が確保できていない場合は、登録申請時点で検討している方法

を備考欄に入力すること。(OO病院(OO県OO市)で実施を検討、未定等)

なお、接種実施医療機関が確保できていない場合でも、接種実施医療機関の項目については、管理シ

ステムの都合上、入力する必要があるため、登録申請時においては、下記の通りダミー情報を入力する

こと。

※医療機関名:病院

※医療機関名(ふりがな):びょういん

※郵便番号:1008916

※所在地(都道府県):東京都

※所在地(市区町村):千代田区

※所在地(町名以下):霞が関1丁目2-2

※電話番号:000000

登録完了後に接種実施医療機関を確保した際、登録変更の届出によって、改めて接種医療機関情報を

入力し直すこととする。なお、外部の医療機関を接種実施医療機関として確保する場合、接種実施医療

機関と特定接種の実施に関して連携体制を構築するとともに当該医療機関(外部の医療機関)と覚書を

7



作成し、取り交わしておくことが必要である。

なお、登録要領別添3のとおり覚書の様式を示すので、適宜活用されたい。

別添1:登録申請書の入力例

別添2:特定接種管理システムにおける登録申請方法

8



登録申請書の入力例(民間)
回

1.申請者の設立主体の選択

  ::一。'.、'F

  申請者の設立主体を選択してください。国、地方公共団体、行政
  ※「民間」を選択すると、登録事業者の申請画面に、「国、都道府県、市区町村」を選択すると国、都道執行法人及び特定地方
  府県、市区町村の報告画面に移行します。独立行政法人以外の場

  「合は、「民間」を選択して

  1。民間国、蔀道府県、市区町村下さい。

2.登録申請書の入力例

 【下托働内写を翫み.闘置すろ緊昔麟チェッウ虞量仁チ=・,りをしτ〈昌さい.

薪量インつルエンザ奪封簾袴r櫓置蟄:?.aユ{年済傷軍範号き纂三≡geth鰻是仁甚づ差窒蔵され石稗呈睦封懸

 ヒな石事星著の量録について.、、下Φ内響せ自蹟し…綻す.牢幸嫡書にtt庄ite)翫i刷まiちり畜せん.

申請書の入力に偽りがない

ことをチェックして下さい。

1

事業者名

畜業者名1ふりがな:・
　ロヘロへ　ロ　し

寧

代表者1壬名

代義i昔且i名i[,i、りカi

な:・
　　　　　ロ　エへへ

1

郵便番号

一覇婬塾イ刀稽ト___
所在地1都迄府県1, 一未還択一

所在地〔市匡町村:1L未選択一

所在地・:町名以下;・

電話轡号

半餓宇でハ壬轟講+
 半角黙宇τハイフン不黒

.1ヨ

法人名を入力して下さい。法

人化していない個人事業主は

氏名を入力して下さい。

個人事業主の場合は再度氏名

を入力して下さい。

Er=.aiエアドレス儲鮨一加Lu肥⊥匪止加.9".jp
　　コ　　ヒ

産業医の還任の有無1有_、
富桑〔乃種鑑泄.新聖イン,ルエ
ンザ等匿屑亜.璽大・聚】隊…璽

量.赴喪保箪・社豊榴冠・脅鰻
5叢獄違任o醒裏fまない伊

「有」にチ=ックするこヒ
ー一一1一

業務撒緬哺雪=有垂

7桁の数字を入力し、検索ボタ

ンを押すと、所在地が自動入

力されます。町名以下を入力く

ださい。

  一_.一ば:コ覧:一一市外局番から入力して下さい。ハイフン及び括弧は用いないでください。

  ヒ

E-mailアドレスは自動入力され

＼ているので、変更が必要な場口
は半角英数字で入力すること。

産業医の選任をしている場合

は「有」にチェックして下さい。

傭考工
 、L
一「_

備考2L

1亥へ1 "

}業務継続計画を作成している

場合は「有」にチェックして下さ

=ニー一い

許認可番号又は会社法人等番

号を入力して下さい。



騨
 こちらh][…1三:{=歪1〔工:1:7アイル毛罫Fワプロート:することオ1ヨτ吉まず.,.

事業所名
十

事業所名",i、りbiza1,
十

郵便雷号
\角監牢でハイ7ン不票
　　　　コロ　　ロ　　　

所在地,都迄府県ジ1":・莱蓬甑一
　ユ　　　

ロ　　　　

所在地爺区町村}:一未運択一

所在地・町名以下'
　　　　

1_

電話書号
半角監写で'、イ7ン芋讐

∫㍊晋号

単角監写てiハイ,ン不嬰

E一翫己」La.アドレス

申請事粟者の全従粟者

旦
旦

複数の事業所及び事業の

種類を入力する場合は、

Excelに入力することで一

でアップロードが出来ます

癬

7桁の数字を入力し、検

索ボタンを押すと、所在

地が自動入力されます。

町名以下を入力ください。

事業の種類、…一考運鍬一
　　

畜業の種類の細目il一未選択一
よ　　
　　　　コ　

 事業σ)種類σ)i田目2i一葺…選葺尺
　　　し　　　コへ

'登罎対象業務の従業者数1:i
ゴ常勤換算:

うち申請事業者の登i録二
対象業務の従業…者i敏
一
うち卦部事業者の登i録:
対象業i務の従業者i敏

傭考

    .圏}二一一}市外局番から入力して下さい。ハイフン及び括弧は用いないで下さい。    凹団置…

   

    一_:=」_申請事業者の当該事業所
=「

劉
讐_藁[」

における全従業者数を入

力してください。

プルダウン形式です。リス

トから選択して下さい。

他にも事業の種類を登録する場合はクIJ・yVしてくだ古い.「癬

劃
く
.、 自動計算されるため入力

出来ません。

登録対象業務の従業者数

の登録対象業務ごとの内

訳を入力して下さい。

複数の事業の種類を登録

する場合は追加登録でき

痛機関名:ふりがts1,ぴよ一ういん。
一一

郵促晋号
 10きε号二∈

半角輩宇でハイ7ン不F.曇

所在地:都道府県:・爾
一一一十二.≡≡_≡_

汗代田区所在地:市区町村:・

所在地:町名以下)

宇。,鰐薦。。・鯛

半角蝕宇でハイ7ンTLE!-E-i一
三一エ旦註アドレス

廟

・+・他に櫛舗を蟹賦鵬合は弼曽ぼ傭凱㌔「麺璽コ

冨 卵

ます。

接種実施医療機関が未定

の場合は※欄は表記のよ

うに入力して下さい。

接種実施医療機関が未

定の場合のみ、現時点で

検討している方法を入力

して下さい。

複数の事業所を登録

する場合は、追加登

録出来ます。



登録申請書の入力例(国、都道府県、市区町村)
回

1.申請者の設立主体の選択

   :二1.'.、`・申請者の設立主体を選択してください。※「民間」を選択すると、登録事業者の申請画面に、「国、都道府県、市区町村」を選択すると国、都道府県、市区町村の報告画面に移行します。国、地方公共団体、行政執行法人及び特定地方独立行政法人の場合は、「国、都道府県、市区町村」を選択して下さい。   }昆間9国、蔀道府県、市区町村

2.登録申請書の入力例

斬型インフルエンザ等討藁赫匙揖置'法二平威2弓年蓋葦鷹聾3ユ号)繁28彙め規定に蓋づ着茎施さ
とな看專業者面畳録について、以下の自容を申踊しま寸{‡申冨書にぼ睡偽の記磁阯品りん`

申請書の入力に偽りがない

ことをチェックして下さい。

設立匡分い:一柔彊択_
一}轟

事業者:名

十

:'"t事業看名,ls一りbits:・
一一一一一・一一十=:.

代義者圧名

'墜}
し一,

所属機関に応じ、①国②都

道府県③市区町村をリストか

ら選択してください。

所属機関名を入力してください

_一一_.:1

 i
一

代表者圧名1;ふりが
な}

ヘユコ　

郵便留号1

翠角鼓字でハイフン苓夏1
　コニニ　　ザ

所在地〔都這府県l

l

3

一慈'

所属機関の代表者名を入力し

てください。

1蘇

一未謝尺

て　　へ　　

三所在地枢町村㍉一耀択
所在地1町名以下1

電話晋号1

筆角巌字でハイフン苓蔓,

コ轍雷号'

_一.______
E一鵬i1アドレス七已鯵略磁鵬虻韓認巳机9呑.コP

_」______
■一一一一

傭考1

__話_=====;二=
L門一一}一

備考2

「万丁7「

7桁の数字を入力し、検索ボタ

ンを押すと、所在地が自動入

力されます。町名以下を入力く

ださい。

[次へ1

  一:〉市外局番から入力して下さい。ハイフン及び括弧は用いないでください。
 

  一一雲一＼＼E-mai【アドレスは自動入力されているので、変更が必要な場口は半角英数字で入力すること。  ≡≡=

  ]==

事業の種類情報で、外部

事業者の登録対象業務

の従業者数を入力する場

合は、産業医を選任して

いる旨及び業務継続計画

を作成している旨を入力

してください。



藍
 こち∫三オ1][…llx=配ユ.1工1:フ下イ1レ亮アΨフロート:すること亡liできます'、

事業所名t
-_↓

事業所名1ふり力聖↓
郵便書号

半角監写でハイ,ン芋冥

　

蒲購踊颪工一麺亟、鼠
所勧廻町村叢麺「旦
所在地・町名以下:・
_十=諏

鞘監写。ハ撃勢騨
r鼎番号

一=

E-=・"Zアド匿L_一_
申請事粟者の全従粟者1

事業の種類ト未選択一
十置一…二二

事業の糎類の細目ユ 1・一未選担一
一一十…モ……三三

事業の種類の細目zl一未選揺一
一=_十ご"　==一訥
登錨封象業務の従業者致コ

_一蕪
うち申請事業者の登i提:
対象業務の葡i業者数

ら

一:

壁一一一
艦

唖!

複数の事業所及び事業の

種類を入力する場合は、

Excelに入力することで一

でアップロードが出来ます

7桁の数字を入力し、検

一.7-"索ボタンを押すと、所在

地が自動入力されます。

町名以下を入力ください。

    一

    一市外局番から入力して下

    さい。ハイフン及び括弧は

    用いないで下さい。
    ::=_瀞一F

       _コニ=一

    申請事業者の当該事業所

鷲　ン　「
における全従業者数を入

力してください。

他にも事業の種類を豊撮する場合はクリックしてください。

一「_二:一

..機関名1ふりがな:・びょういん

課」商繍灘薯諮

 コ鎖
"一"一"一..Hl 自動計算されるため入力

郵便番号

半角勲宇でハイフン不嬰

所在地1都道府県)

ユoコ∈9二E

÷響十,二___
i東京都

所在地,和画雨一、+満謹
十

   癬一一ii-一出来ません。
   

   登録対象業務の従業者数の登録対象業務ごとの内訳を入力して下さい。
   

   複数の事業の種類を登録する場合は追加登録できます。
   

   一一一一幽一

   可

所在地:町名以下)霞bi関1丁目2-2

 」璽
接種実施医療機関が未定

の場合は※欄は表記のよ

うに入力して下さい。

驚=一朧=r--9

一一======十___一一==______一_____
電話番号 i:3:it::c'"'i

 半角珍宇τハイフン不i護

鞠百軽
半角豫字で

十

三一u.a;エアドレス

備考

接種実施医療機関が未

定の場合のみ、現時点で

検討している方法を入力

して下さい。

・i:他にも事業所を登罎す鶉合1まウリツ帆.て,㌃だ吉い.「面画

1確認画面へ 「一万丁ラ[

複数の事業所を登録

する場合は、追加登

録出来ます。



特定接種管理システムの操作方法 國
1.特定接種管理システムにおける登録申請方法

①下記のリンクにアクセスすると本システムの【ログイン画面】が表示されます。

https://tokuteisessyu.jp/Vaccine2/login.jsp

②【ログイン画面】にて[初めての方へ]ボタンをクリックします。

ログインID

パスワ・一ド

i,、ク翔..i

③【初めての方への】画面が表示されます。

楽E-mallアドレスを入力して「送信」ボタンをクリックしてください。

※送信されるURLにアクセスして登録申…・を行ってください。

1鯛

1



④[E-mailアドレス]、[E-mailアドレス(確認)]を入力してください。
[送信]ボタンをクリックすると入力したE-mailアドレスに登録申請画面を表
示するためのURL付きのメールを送信します。

       己:葦健匿:葡馨魍燦磨`・.、1∫
       6c■

       ※E-maiiアドレスを入力して「送信」ボタンをクリックしてください。※送信さ衷るURLにアクセスして登録申請を行ってください。

       認:瓢_紬越ヂ凸'賜山i・●■噸'曜幅,ρ噂甲r.o.邑ロード「ギさ},～.
       指一ドする』1+漁x。eユーHズ下伽瓢わらだり自一ドナ酪きます,tO}二u糖三2e・一置二.x19}:必要k応1.ず慰,

       

       入力項目最大入力※送信ボタンをクリックすると、入力した5mailアドレスにメールが送信されます。       E-mailアドレス50文字

⑤送信されたメールには、登録申請画面にアクセスできるURLと、複数の事業所情
報を一括でアップロードするためのExcelシートをダウンロードするためのURLが送付されます。
アップロード方法については、「特定接種登録申請書の入力に関する手引き」の4事業所
情報をご参照ください。

⑥送信されたURLにアクセスすると登録申請画面が表示されますので、
まず、申請者の設立主体を選択し、登録申請書(別添1を参照)に
必要事項を入力してください。

2



⑦同意事項をご確認いただき、チェックを入れてください。

【下記の内容を読み、同童する蠣合はチェック項目にチェックをしてください。】

 新型インフルエンザ等対策特別措置法く平成2ξ年法徳第31号)第2ε条の親定に基づき零施される特定接種の対象
となる事業者の量録について、以下の内容を申藷します。本申藷書には虚偽の記載はありません。

⑧必要事項を入力したら、「確認画面へ」をクリックしてください。

医療機閨名

医療機関名1ふりがな)

郵便番号
半角数字でハイフン不要

所在地〔都道府県)

所在地〔市区町村}

所在地(町名以下)

電話醤号
半角'解でハイフン不要

距x番号

半角勢字でハイ2≧不要
三一maiエアドレス

'東京都

ギ代田区

霞ケ関1丁目2番2号

iクリツク:

⑧確認が完了したら、「送信」ボタンをクリックしてください。
なお、「送信」ボタンをクリックすると申請書を修正することが出来なくなりますのでご注意ください。

し'圏ん小う

㎜呂`ふりがな}し'・

郵侵籔号

所石弛{㎜県}

所在地{市区町付》

跳鵬

E-mi:アドレス

※送信ボタンをクリックすると、④で
入力したE-mailアドレスにメールが送

信されます。

iクリツクi

3



⑨登録申請が完了すると、登録申請の申請者情報で入力した
E-mailアドレスに、登録申請完了のお知らせと、ログインID及びパス
ワードが付与されます。なお、ログインIDは④で入力したE-mailアドレスに
なります。

登録申請が完了しました。

ログインIDとパスワードは以下になります。

ログインD:OOOO@OOOO

パスワード:OOOOOOOOO

※申請内容の確認や疑義照会時の修正等で、ログインする場合は、
2.特定接種管理システムのログイン方法を参照してください。

4



2.特定接種管理システムのログイン方法

①下記のリンクにアクセスすると本システムの【ログイン画面】が表示されます。

https://tokuteisessyujp/Vaccine2/loginjsp

②[ログインID]および[パスワード]に、登録申請完了時に通知した
[ログインID]と[パスワード]を入力してください。
[ログイン]ボタンをクリックすると、本システムにログインすることができます。

灘鍵繕、
・亀ral弔・嘲、聯罵:「虚9剛

日グインID

パスワード

   …

       
  

1

   グ"llr噛'コ駅」n轟嗣.亀渉㎡叫【殉クリア1i'i響

:ログイン竃Dを:

入力i
幣置,曝唖n曜P窟1FrtPT`⇒vL1

パスワードを

入力

:クリック:

m恵ての方ヘパスワードの互曳バスワL一ドを忘れた

   入力項目最大入力登録内容

   ログイン1D50文字lDを入力して下さい。

   パスワード32文字パスワードを入力して下さい。

③ログインすると、申請内容の確認や疑義照会時の申請書の修正ができます。
なお、申請書の修正は疑義照会時にしか出来ません。

5



①【ログイン画面】にて[パスワード変更ユポタンをク1カクします。

＼
,

補.ウリツク

②【パスワード変更画面】が表示されます。

6



③[ログインID]、[パスワード]、[新しいパスワード]、[新しいパスワード(確認)]を
入力します。

日グインユD

既存パスワー1:冒

新し1.、バスワ』ド

辛斤し1.1パスワ、一ド1:礁裂1

ログインIDをi
ミロ

。1入力二[==:===コ鱒
 [:::==:=:=:コ噂。、_、_;.,,,.,三　λ劾等を…1
[==::===コ・入力・
[:====:==]冬戦　
取消変更寒＼噛i新し癬一ドi

:新しいパスワード:

   入力項目最大入力文字数入力内容
   ログインID50文字1Dを入力してください。

   パスワード32文字既存のパスワードを入力してください。

   新しいパスワード32文字8文字以上の半角英字と半角数字を組み合わせて入力してください。大文字と小文字は区別されません。
   新しいパスワード(確認)32文字新パスワードと同じ内容を入力してください

④すぺての入力が完了したら、[変更]ボタンをクリックします。
[変更]ボタンをクリックすると、入力した新しいパスワードに変更され、「パスワードの変
更」メールが送信されます。入力に誤りがある場合、エラーメッセージが表示さ
れるので、修正後に再度[変更]ボタンをクリックしてください。
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4.パスワードを再発行する。

ログイン1Dやパスワードを忘れた場合は、パスワードの再発行を行ってください。

①【ログイン画面】にて[パスワードを忘れた]ボタンをクリックします。

クリック

②【パスワードを忘れた画面】が表示されます。

③[E-mailアドレス]及び[電話番号]を入力します。

パスワードを忘れた場合は.以下に登録E一隠ニアFTレスおよび電話香
号を入力し、「送信」ボタンをクリックしてください。
豊録三一二aニアドレスに新しWfスワー・"ドを送信します。

、Uアドレス

Ill,tt},f題り」

一磁
E-mailアドレ1
スを入力1

一越騙番号
:を入力
噸P贋賦亀げ圏曜◎轟融e「
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   入力項目最大入力文字数入力内容
   E-mailアドレス50文字申請時に「申請者情報」で入力したE-mailアドレスを入力してください。

   電話番号20文字申請時に「申請者情報」で入力した電話番号を入力してください。

④E-mailアドレスと電話番号を入力したら[送信]ボタンをクリックします。
[送信]ボタンをクリックすると、当該E-mailアドレスにログインID及び新しいパスワード
を送信します。入力に誤りがある場合、エラーメッセージが表示されるので、修正後に
再度[送信]ボタンをクリックしてください。

⑤申請者情報で入力したE-mailアドレスに新しいパスワードが送信されます。

パスワードを再発行しました。

ログインID及び新しいパスワードは以下になります。

ログインID:○○○○○

パスワード:○○○OO
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國
民生,・国民経 分)の登申請Q&A

鵬

問1どのような事業者が登録できますか。

(答)①「新型インフルエンザ等対策特別措置法第28条第1項の規定に基づき厚生労働大

臣が定める基準」(平成25年厚生労働省告示第369号。以下「登録基準告示」という。)

の「事業の種類」及び「事業の種類の細目」(以下「登録対象事業」という。)でお示

しした事業を行う事業者であって、②産業医を選任(ただし、社会保険・社会福祉・

介護事業を除く。)し、かつ、③業務継続計画(BCP)を作成している事業者であれ

ば、登録することができます。

なお、ワクチンはあくまで業務継続のための支援ツールの1つに過ぎず、特定接種

の実施の要否や、実際の接種の対象となる業種、配布されるワクチン数なども、新型

インフルエンザ等の発生時に政府対策本部にて決定されることになりますので、登録

されたことを以て特定接種を受けられるわけではないことにご留意ください。

問2登録基準告示に示されていない業種の事業者は、登録できますか。

(答)登録対象事業は、特定接種が住民接種より基本的には先に開始するという制度趣旨

に基づき、国民にとって十分理解が得られるものとして定めたものですので、この登

録対象事業に該当しない事業者は、登録できません。

登録対象事業は、原則として日本標準産業分類上の整理としていますが、この登録

対象事業と同じ社会的役割を担う事業者であれば、当該登録対象事業を行う事業者と

みなして登録することができます。(登録要領別添1の表の※1をご参照ください。)

例えば、日本標準産業分類上、新聞業と通信社は区別されていますが、「新型インフ

ルエンザ等発生時における国民への情報提供」という新聞業と同じ社会的役割を担う

通信社については、新聞業とみなして登録することができます。

問3具体的にどのような事業や業務が、登録基準告示に示された「事業の種類」や「事

業の種類の細目」、「対象業務」に該当するのかについて教えてください。

(答)登録基準告示でお示しした「事業の種類」や「事業の種類の細目」、「対象業務」の

詳細については、登録要領別添1の表でお示しした担当府省庁にお問い合わせくださ

 い。

問4指定公共機関や指定地方公共機関も登録事業者として申請できますか。

(答)登録事業者として申請できるかどうかは、指定公共機関や指定地方公共機関とは無

関係であり、登録対象事業に該当する事業者であるかどうかによります。また、登録

対象者として登録申請人数に計上できる従業者についても、登録基準告示の「対象業

務」(以下「登録対象業務」という。)に直接従事する者に限ります。

従って、指定(地方)公共機関の指定を受けた事業者であっても、上記の要件に該



当しない場合には登録対象外となります。

問5フランチャイズを行っている場合は、フランチャイズ元の事業者がフランチャイズ

先も含めて登録申請を行うのですか。

(答)フランチャイズは、自己の商号、商標等の使用権をフランチャイズ先の事業者に与

えているにすぎず、事業主体はあくまでもフランチャイズ先の事業者であることから、

フランチャイズ先の事業者が登録事業者として登録申請を行うことになります。

従って、フランチャイズ先の事業者が登録申請に当たって、産業医を選任(ただし、

社会保険・社会福祉・介護事業を除く。)し、業務継続計画を作成する必要があります。

なお、フランチャイズ元の事業者とフランチャイズ先の事業者との間で登録申請の

代理委任契約を有効に結んでいる場合は、フランチャイズ元の事業者が一括して代理

申請を行うことも可能です。この場合、登録申請書の入力・提出に当たっては、以下

の「登録申請書入力・提出上の留意点」をご参照ください。また、申請時に当該委任

契約書(委任状)の写しを担当府省庁にご提出ください。担当府省庁は、登録申請書

の内容を確認した後、当該委任契約書(委任状)の写しを厚生労働省健康局結核感染

症課新型インフルエンザ対策推進室に提出してください。

【登録申請書入力・提出上の留意点】

・申請者情報に、委任先(フランチャイズ元)の事業者情報を入力すること。

・申請者情報の備考欄2に、①代理申請である旨、②委任元(フランチャイズ先)

のすべての各事業者において産業医を選任している旨及び業務継続計画を作成し

ている旨を入力すること。

・事業所情報に、委任元(フランチャイズ先)の事業者の事業所情報を入力する際

は、事業所名の冒頭に「(●●社代理)」(注:「●●社」は委任元(フランチャイ

ズ先)の事業者名)を入力すること。

・委任契約書(委任状)の記載事項には、少なくとも次の事項を含むこと。

(1)委任先(フランチャイズ元)の事業者の①名称、②代表者氏名、③所在地

(2)委任元(フランチャイズ先)のすべての事業者の①名称、②代表者氏名、

③所在地、④登録申請に係る事業所の名称及び所在地

・申請者情報に入力したE-mailアドレス(委任先(フランチヤイズ元)のE-mail

アドレス)は、登録申請関係のほか、新型インフルエンザ等の発生時に特定接種

の総枠や当該委任元(フランチャイズ先)の事業者に係る特定接種の接種対象者

数の連絡などに使用されること。

問6国や地方公共団体が設置する公設機関の場合は、どこが登録事項の報告を行うので

 軸、

(答)当該公設機関を設置する国(●●省)や地方公共団体(▲▲県、■■市など)が報

告を行います。

登録事業者と同様の職務を担う公務員(区分3の公務員)については、「新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法」(平成24年法律第31号。以下「特措法」という。)に基

づいた登録は不要ですが、特定接種の実施に際し、必要なワクチン数の把握や円滑な
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ワクチンの供給を行うに当たり、実施主体である国や地方公共団体が登録事業者と同

一の登録事項を把握する必要があるため、今回、公務員についても報告の対象として

います。

問7指定管理者制度やPFI制度を用いて、国や地方公共団体が設置する公設機関を民

ミ'幽、ム"こミ誰㌍鞠・鞠、

(答)当該公設機関で勤務する職員は公務員ではなく、運営事業者の職員となりますので、

特措法に基づいた登録が必要となります。この場合、当該公設機関の設置者は国や地

方公共団体であるため、設置者である国(●●省)や地方公共団体(▲▲県、■■市

など)が登録申請を行います。具体的には、当該運営事業者の職員を外部事業者の職

員として、登録対象者に該当する者(「外部事業者」の問2の回答を参照)を国や地方

公共団体が登録申請を行うことになります。

問8登録事業者になれば、必ず、特定接種を受けることができるのですか。

(答)備蓄しているワクチンが発生した新型インフルエンザ等に有効でない場合は、備蓄

ワクチンを使用した特定接種は実施されません。いずれにしても、特定接種の接種対

象業種や配布されるワクチン数などは、新型インフルエンザ等の発生時に政府対策本

部において決定されることになりますので、登録されたことを以て必ずしも特定接種

を受けることができるわけではありません。

すなわち、政府対策本部で特定接種の接種対象業種とされない場合は、当該業種の

事業者に対してはワクチンは配布されず、また接種対象業種とされたとしても、登録

人数と同数のワクチンが必ずしも配布されるとは限りませんので、その点にご留意く

ださい。

問9. 重の対とならなければ,曽ができないのではないでしょ軸か

(答)特定接種の対象については、既に登録基準告示で定められているとおりです。

特定接種については、現在国で備蓄しているプレパンデミックワクチンが有効であ

れば、これを用いて実施することを想定していますが、有効であるかどうかは、発生

した新型インフルエンザウイルスの亜型等の性状に依存するため、発生時に効果が期

待できないことも想定されます。

また、ワクチンが発生した新型インフルエンザに有効である場合でも、欠勤の原因

は、従業者本人のり患によるだけでなく、家族の世話、看護等による欠勤も想定され

るため、欠勤者を減少させる効果は限定的なものです。さらに、新型インフルエンザ

の発生からワクチンの製造・供給までには一定の時間を要するため、流行のピークに

間に合わない可能性も考えられます。(ワクチンはあくまで業務継続の支援ツールの

1つという位置付けです。)

この他、例えば、働く世代にはそれ程重症化しないが、小児で重症化する場合など

では、対象業種を限定的にして住民接種が開始される可能性も想定されます。いずれ

にしても、特定接種の接種対象業種や配布されるワクチン数などは、新型インフルエ

ンザ等の発生時に政府対策本部において決定されることになりますので、登録された
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ことを以て必ずしも特定接種を受けることができるわけではありません。

このため、ワクチン接種を前提としない業務継続を計画していただく必要があると

考えています。

なお、政府行動計画では、欠勤率はピーク時の約2週間に最大で400/・程度と想定さ

れています。

灘

問1登録事業者が登録申請の際に、どのような人を登録対象者として登録申請人数に含

めることができるのでしょうか。

(答)登録対象業務に直接関与し、当該業務の継続に必要不可欠である者を、登録対象者

として登録申請人数に含めることができます。なお、当該業務に係る意思決定者も、

登録対象業務に直接関与し、当該業務の継続に必要不可欠である者に限り、登録対象

者として含みます。

問2本社や事業所で管理業務などに従事する者も事業継続に必要不可欠ですが、登録対

象者として登録申請人数に含めることはできないのでしょうか。

(答)登録対象業務は、特定接種が住民接種より基本的には先に開始するという制度趣旨

に基づき、国民にとって十分理解が得られるものとして定めたものですので、総務や

経理、営業の職員など、この「対象業務」に直接関与しない管理部門や間接部門の職

員は、登録対象者として登録申請人数に含めることはできません。

問3申請書には登録対象業務の従業者数を記入することになっていますが、名簿の提出

も必要でしょうか。

(答)名簿の提出は不要です。ただし、担当府省庁等が申請内容の確認の際、必要に応じ

て登録申請人数の積算根拠などの照会を行う場合がありますので、ご留意ください。

問4.平時は登録対象業務には従事していませんが、新型インフルエンザ等が発生した際、

当該業務に従事することが予め定められている者は、登録対象者となるのでしょう

か

(答)発生時に当該業務に従事することが業務継続計画などで想定されている場合は、登

録対象者となります。

一方、発生時に当該業務に従事するかどうか不明である者など、上記以外の者につ

いては登録対象者とはなりませんが、仮に発生時に当該業務に直接従事することにな

った場合、事業者に割り当てられたワクチンを配分することは可能です。

問5登録対象者の国籍に関する要件はありますか。

(答)登録対象者については、国籍を問いません。

問6,登録基準告示で示された「緊急物資」とは、どのような物資を指すのでしょうか。
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(答)新型インフルエンザ等対策緊急事態措置の実施に必要な物資であり、国や都道府県

からの売渡し要請等の対象になるものとして、「新型インフルエンザ等対策特別措置法

施行令」(平成25年政令第122号)第14条で定められた物資を指します。

具体的には次のとおりです。

・医薬品

・食品

・医療機器(注射器、メス、聴診器等)

・衛生用品(脱脂綿、ガーゼ、マスク等)

・再生医療等製品(ヒト細胞加工製品、動物細胞加工製品、遺伝子治療用製品)

・燃料(ガソリン、灯油、軽油、プロパンガス等)

・新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な物資として内閣総理大臣が定

めて公示するもの(緊急事態宣言時に必要に応じて公示することとしています。)

圃

申請書には、事業所ごとに登録対象業務の従業者数を記入することになっています

が、特定接種の対象となる業種や接種人数などは、発生時に政府対策本部において

決定するとされています。その際、事業者全体の接種人数が決まるのでしょうか。

(答)特定接種の接種対象業種や接種総数(配布されるワクチン数)などは、新型インフ

ルエンザ等の発生時に政府対策本部において決定することになり、接種実施医療機関

に届けられるワクチン数はこの決定に応じたものとなりますが、事業者全体としての

接種人数の範囲であれば、各事業所への配分は、事業者の判断で適宜調整することは

可能です。

ただし、登録完了後に、各事業所の接種実施医療機関を提出いただくことになりま

すが、ワクチンはこの内容に応じて、各事業所ごとの接種人数分を接種実施医療機関

に配送することとなり、接種時に接種実施医療機関ごとの配送量の調整をすることは

できませんので、その点にご留意ください。

塵

問1産業医の選任とは、どの程度までを言うのでしょうか。単に、事業者が普段から利

用している医療機関が定まっていれば、産業医の選任と言えるのでしょうか。

(答)「労働安全衛生法」(昭和47年法律第57号)第13条に規定する産業医を選任してい

ることが必要となります(ただし、社会保険・社会福祉・介護事業を除く。)。

具体的には、以下のいずれかに該当する医師を産業医として選任する必要がありま

 す。

・厚生労働大臣の指定する者(日本医師会及び産業医科大学)が行う労働者の健康

管理等を行うのに必要な医学に関する知識についての研修を修了した医師

・産業医の養成課程を設置している産業医科大学その他の大学で厚生労働大臣が指
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定するものにおいて当該過程を修めて卒業し、その大学が行う実習を履修した医

師

・労働衛生コンサルタント試験に合格した医師で、その試験区分が保健衛生である

者

・大学において労働衛生に関する科目を担当する教授、准教授、常勤講師又はこれ

らの経験者

問2産業医は、産業医の選任義務のない事業所を含む全ての事業所において選任してい

なければ、要件を満たしたことにはならないのでしょうか。

(答)いずれか一つの事業所で産業医が選任されていれば、産業医の選任要件を満たして

いることになります。

問3産業医の選任ではなく、例えば嘱託医の選任などで登録申請することはできないの

でしょうか。

(答)産業医の要件は、新型インフルエンザ等対策ガイドラインにも記載されているよう

に、特定接種を迅速に進め、住民接種をできるだけ早く実施するために、事業者自ら

が接種体制を整える必要があるという観点から求めているものであり、嘱託医ではな

く、労働安全衛生法に規定する産業医を選任している必要があります。

問4.産業医は、労働安全衛生法上、50人以上の事業所に選任義務があるとされています

が、50人未満の事業所しか持たない事業者は、産業医の選任義務がないため、登録

申請できないのでしょうか。

(答)50人未満の事業所しか持たない事業者であっても、産業医を選任していれば、登録

申請できます。

問5特定接種を実施する医師は産業医でなければならないのでしょうか。

(答)実際に特定接種を実施する医師は、必ずしも産業医である必要はありません。

問6産業医の選任を示す資料として、申請書に何を提出すればよろしいでしょうか。

(答)申請時には何も提出は求めませんが、担当府省庁等が申請内容の確認の際、必要に

応じて、産業医としての雇用契約書や外部の産業医との契約書等、産業医の選任を示

す資料の提出を求めることがありますので、ご留意ください。

問7産業医の選任に時間がかかるため、選任予定で申請をすることは可能でしょうか。

(答)産業医の選任は登録要件であるため、選任予定では申請することはできません。

問8国や地方公共団体が設置する公設機関の場合も、産業医の報告が必須でしょうか。

(答)区分3の公務員については、「登録事業者」の問6の回答でお示ししたとおり、特措

法に基づいた登録は求められていませんので、登録の要件である産業医の選任を報告

していただく必要はありません。
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ただし、民間の外部事業者に管理又は運営を委託等しており、外部事業者の登録対

象者に該当する職員(「外部事業者」の間2の回答を参照)を含めて登録申請人数とす

る場合は、当該職員は公務員の身分を有していませんので、特措法に基づく登録が必

要となります。従って、この場合は産業医の選任について登録申請書への記載が必要

となります(ただし、社会保険・社会福祉・介護事業を除く。)。

業務継続計回(BCP)

問1業務継続計画には何を記載すればよいのでしょうか。

(答)業務継続計画には、特定接種の登録要領でお示ししているとおり、下記の4点の記

載が必要です。

・新型インフルエンザ等発生時の業務継続方針

・新型インフルエンザ等発生時の重要業務、縮小業務及び休止業務の分類並びに重

要業務の継続方針

・新型インフルエンザ等発生時の重要業務継続のための具体的方策

・その他必要な事項(特定接種の実施に必要な事項等)

問2業務継続計画にその他必要な事項として、特定接種の実施に必要な事項等の記載が

求められていますがどのような事項記載すればいいのでしょうか。

(答)特定接種の実施に必要な事項については、少なくとも、業務、接種人数及び接種場

所の3点に関して記載していただきたいと考えています。

この3点の記載内容として、例えば、

・業務:特定接種の実施の有無にかかわらず、新型インフルエンザ等の発生時

から終息までの間、本計画中に記載するOO業務(重要業務かつ登録

対象業務であるものを記載)を継続的に実施するよう努めること、

・接種人数:特定接種の対象となる従業者に対して、あらかじめ予防接種について

説明し、同意を得た上で接種予定者名簿を作成しておくこと、

・接種場所:あらかじめ接種実施医療機関の確保方法について検討しておき、登録

後速やかに接種実施医療機関を確保すること(既に確保している場合

は、接種実施医療機関の名称・所在地)、

などを記載することが考えられます。

なお、上記の接種人数については、例えば、業務継続計画の中にこうした事項に係

る方針を記載しておくことを求めるものであり、必ずしも具体的な人数の記載まで求

めるものではありません。

問3指定公共機関や指定地方公共機関として、業務計画を既に作成していますが、この

業務計画を業務継続計画として、登録申請することはできますか。

(答)「業務継続計画」の間1の回答でお示しした事項が記載されていれば、業務計画を業

務継続計画として、登録申請をすることができます。
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問4業務継続計画のひな形は示されるのでしょうか。

(答)業務継続計画は、業種によって業務類型などが異なりますので、統一的なひな形を

お示しする予定はありません。

登録事業者として厚生労働大臣に登録されたとしても、接種を受ける確定的な権利

は発生しないとされていますが、ワクチンが配布されない場合でも、新型インフル

エンザ等の発生時において業務を継続する努力義務は課されるのでしょうか。

(答)登録事業者には、特措法第4条第3項に基づき、特定接種の実施にかかわらず、業

務継続の努力義務が課せられます。

なお、特定接種は、業務継続を支援するツールの一つにすぎず、備蓄しているワク

チンが発生した新型インフルエンザ等に有効でない場合などにおいて、特定接種が実

施されないこともありますので、特定接種の実施を前提とすることなく、これ以外の

対策も用いて、業務継続計画に基づき、当該業務を継続していただきたいと考えてい

ます。

問6業務継続計画を申請書に添付して提出する必要はありますか。それとも、作成して

し、噂一、一、"、

(答)「業務継続計画」の問1の回答でお示しした事項が記載された業務継続計画を作成し

ていれば、登録要件を満たします。

業務継続計画は、主たる事務所又は事業所に備え付けることになっており、申請時

の提出は求めていませんが、担当府省庁等が申請内容の確認の際、必要に応じて、提

出を求めることがありますので、ご留意ください。

問7業務継続計画の作成に時間がかかるため、作成予定として申請をすることは可能で

しょうか。

(答)業務継続計画の作成を登録要件としているため、作成予定では申請することはでき

ません。

登録事業者には、特措法上、業務継続の努力義務が課せられていることから、新型

インフルエンザ等の発生時から終息時までの間、業務を継続し得る体制や計画が整備

されている必要があります。従って、登録申請時までに業務継続計画を作成している

ことが必要です。

問8国や地方公共団体が設置する公設機関の場合も、業務継続計画の作成が必須でしょ

うか。

(答)区分3の公務員については、「登録事業者」の問6の回答でお示ししたとおり、特措

法に基づいた登録は求められていませんので、業務継続計画の作成について、登録申

請書への記載は不要ですが、新型インフルエンザ等の発生時においても業務継続がな

されるよう、登録事業者と同様に業務継続計画を作成していただきたいと考えていま

 す。
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ただし、民間の外部事業者に管理又は運営を委託等しており、外部事業者の登録対

象者に該当する職員(「外部事業者」の問2の回答を参照)を含めて登録申請人数とす

る場合は、当該職員は公務員の身分を有していませんので、特措法に基づく登録が必

要となります。従って、この場合は業務継続計画の作成について登録申請書への記載

が必要となります。

魎

問1.週3日勤務などパートタイムの職員は、登録対象者となりますか。

(答)登録事業者において、登録対象業務に直接従事する者であれば、登録対象となりま

す。ただし、「特定接種登録申請書(国民生活・国民経済安定分野)の入力に関する

手引き」に基づき、常勤換算する必要があります。

問2具体的に、パートタイムの職員は、どのように常勤換算すれば良いですか。

(答)パートタイム職員Aさんの登録対象業務に従事する1週間あたりの延べ勤務時間を、

その勤務する事業所で定められている1週間あたりの勤務時間(所定労働時間)で除

した数字に1人を掛けた人数が、常勤換算した従業者数となります。

例えば、所定労働時間が週40時間の事業所において、週3日、午前中(8時から

12時までの4時間と仮定)だけ勤務するAさんについて常勤換算した従業者数は、(4

時間/日x3日÷40時間)×1人=0.3人となります。

なお、登録申請人数は、各事業所の中で業種ごとに記入していただくことになりま

すが、各事業所の業種ごとに集計して端数が生じた場合は、業種ごとに小数点以下を

切り上げてください。

問3複数の事業者で勤務している職員は、どのように登録すれば良いですか。それぞれ

の事業者において常勤換算し、それぞれの事業者で登録申請すれば良いですか。

(答)特定接種の登録申請にあたっては、個人名を記載するのではなく、事業者が事業所

ごとに登録対象業務に従事する従業者数を記載していただくこととしています。

複数の事業者で勤務している職員であって、それぞれの事業者で当該職員が登録対

象業務に従事する者として計上される場合は、それぞれの事業者で当該職員の登録対

象業務に係る部分を常勤換算して登録申請してください。

例えば、A社において週2日、B社において週3日登録対象業務に従事する職員は、

A社において常勤換算した2日÷5日x1人=0.4人として登録申請し、B社において

も常勤換算した3日÷5日x1人=0.6人としてそれぞれ登録申請してください。

問4夜勤のみの場合、どのように常勤換算すればいいですか。

(答)夜勤の時間も常勤換算にあたって勤務時間数に含めて差し支えません。

問5宿日直勤務者について、労働基準監督署長の許可を得た場合には、労働基準法上の

労働時間、休憩、休日に関する規定の適用が除外されることとなっていますが、そ
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の場合、どのように常勤換算すればいいですか。

(答)労働基準監督署長の許可が必要となる宿日直については、ほとんど労働の必要のな

い業務を行っていることが前提となりますので、常勤換算にあたって勤務時間数に含

めることはできません。

なお、夜勤という取扱いであれば、「常勤換算」の問4の回答でお示ししたとおり、

勤務時間数に含めることができます。

平時には登録対象業務に従事しないが、新型インフルエンザ等の発生時に従事する

ことが想定されている場合は、「登録対象者」の問4の答えによると、登録対象者と

して登録申請人数に含めることができるとのことでしたが、その場合、どのように

 Φい、・

(答)発生時に登録対象業務に従事すると想定される時間を基に常勤換算を行ってくださ

 い。

問7なぜ、登録申請人数を常勤換算しなければならないのですか。

(答)常勤換算は、特定接種に用いることができるワクチンには限りがある中で、例えば、

週1日しか勤務しない者が5人いる場合と、週5日勤務する者が1人いる場合とで、

公平性を保つことが、その理由です。

例えば、5人のパート職員が曜日ごとに交代で各日1名で勤務を行っていて、常勤

換算したところ1人分となった場合、1人分のワクチンを5人に分割して接種する

のですか。それとも、5人のうち1人を選択して接種するのでしょうか。

(答)誰に接種するのか(接種対象者)については、実際に供給されたワクチン数に応じ

て、登録事業者の判断で決めてください。

ただし、ワクチンは承認された用法・用量に基づいて接種しなければなりませんの

で、1人分のワクチンを分割して接種することはできません。

塵

問1どのような事業者が外部事業者に該当するのですか。

(答)外部事業者とは、その登録事業者以外の事業者であって、登録対象業務に従事する

者を有する事業者を指します。例えば、登録事業者から登録対象業務を受託している

事業者や、登録対象業務に従事する職員を登録事業者に派遣する人材派遣会社は、登

録事業者ではありませんが、登録対象業務に従事する職員の雇用主は、当該受託して

いる事業者や当該人材派遣会社なので、当該登録事業者の外部事業者となります。(上

記の要件に該当する限り、他の業種の登録事業者を排除するものではありません。)

なお、単に外部事業者の職員であるだけでは、登録事業者の登録申請人数に加える

ことはできません(「外部事業者」の間2の回答を参照)。

問2外部事業者の職員のうち、どのような人を登録対象者として登録申請人数に加える
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ことができるのでしょうか。

(答)外部事業者の職員のうち、登録事業者に常駐して登録対象業務を不可分一体となっ

て行う者であって、かつ、当該業務の継続に必要不可欠であるものを登録対象者とし

て、登録事業者が登録申請する際の登録申請人数に加えることができます。

なお、登録事業者に非常駐の外部事業者の職員(上記の要件を満たさない職員)に

対しても、登録事業者の責任で、登録事業者に割り当てられたワクチンを配分して接

種することが可能です。

問3登録事業者が、登録対象業務を自社のグループ会社に委託している場合、登録事業

者が申請するのでしょうか。それとも、グループ会社が申請するのでしょうか。

(答)当該グループ会社の職員が、委託元の登録事業者に常駐して登録対象業務を不可分

一体となって行い、かつ、当該業務の継続に必要不可欠である場合に限り、当該グル

ープ会社を外部事業者として、委託元の登録事業者が外部事業者の登録申請人数も含

めて登録申請を行うことができます。なお、この場合、特定接種も当該登録事業者の

責任で実施することになります。

問4外部事業者の職員を登録事業者の登録申請人数に含めて申請する場合、外部事業者

も産業医の選任や業務継続計画の作成が必要でしょうか。

(答)産業医の選任及び業務継続計画の作成は、登録事業者に課せられた要件ですので、

外部事業者は、産業医の選任、業務継続計画の作成は不要です。

ただし、登録事業者の業務継続計画において、業務継続のために当該外部事業者の

職員を必要とする根拠などを記載することが望ましいと考えています。

問5水先業者、タグ事業者の職員については、登録事業者に常駐していなくても登録申

請人数に計上できると考えていいのですか。

(答)これらの事業者のうち、水運業者である登録事業者が行う緊急物資の運送業務に必

要な事業者については、当該登録事業者に常駐していなくても、一体型外部事業者と

して当該登録事業者の登録申請人数に計上することができます。(登録要領別添1の表

の※2をご参照ください。)

なお、登録申請の際、登録申請人数の計上は外部事業者の分も含めて登録事業者の

判断で行うことになりますが、これらの外部事業者から登録事業者に対して、登録対

象者に含めるよう働きかけても差し支えません。

問6、倉庫業者、港湾運送業者、貨物利用運送業者の職員については、登録事業者に常駐

していなくても登録申請人数に計上できると考えていいのですか。

(答)これらの事業者のうち、緊急物資の運送業務に必要な事業者については、緊急物資

の荷主企業や運送事業者である登録事業者と長期的(恒常的)な契約を結ぶなど、一

体的な業務を行っている場合、当該登録事業者に常駐していなくても、一体型外部事

業者として当該登録事業者の登録申請人数に計上することができます。(登録要領別添

1の表の※3をご参照ください。)
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なお、登録申請の際、登録申請人数の計上は外部事業者の分も含めて登録事業者の

判断で行うことになりますが、これらの外部事業者から登録事業者に対して、登録対

象者に含めるよう働きかけても差し支えません。

問7「登録事業者と長期的(恒常的)な契約を結ぶ」とは、どの程度の期間を指すので

しようか。

(答)長期的(恒常的)な契約とは、例えば、登録事業者が緊急物資の運送の際、必ずこ

の事業者を利用することになっているなど、契約上、緊急物資の運送に関して登録事

業者と平時から結びついており、一体的な業務を行っている場合を指します。

一方、短期的な契約は、緊急物資の運送の都度、契約をする場合を指します。

職員以外に、派遣社員、業務委託など、各種の雇用形態が存在しますが、各雇用形

態が、申請書の「申請事業者の従業者数」と「外部事業者の従業者数」のどちらに

該当するのか教えてください。

(答)登録事業者に雇用されている者が、「申請事業者の従業者」であり、派遣社員、業務

委託など、その登録事業者以外の事業者(外部事業者)に雇用されている者が、「外部

事業者の従業者」となります。

ただし、「外部事業者の従業者」として計上できる者は、登録事業者に常駐して登録

対象業務を不可分一休となって行う者であって、かつ、当該業務の継続に必要不可欠

であるものに限ります。

接種実施医療機関

問1登録申請時には接種実施医療機関の確保は必要ないのですか。

(答)登録申請時点では、接種実施医療機関の確保は必須ではありませんが、接種実施医

療機関を未定として登録申請した場合は、登録完了後に接種実施医療機関の確保が必

要となります。接種実施医療機関の確保後30日以内に、特定接種管理システム上で登

録変更の届出を行ってください。

問2特定接種の実施の際には、接種実施医療機関に対して、10mlバイアル(小瓶)のワ

クチンが供給されるのですか。

(答)ワクチンは、原則として、10mlのバイアル(小瓶)で供給することを想定していま

 す。

新型インフルエンザ等対策ガイドライン(P97)において「100人以上を単位として接

種体制を構築する」とありますが、接種実施医療機関を確保する際に、必ず100人

以上の接種体制を構築しなければならないのですか。

(答)接種体制が構築されていれば、100人以下であっても構いませんが、可能な限り、

100人以上を前提とした接種体制の構築をお願いします。

12



問4接種実施医療機関のE-maiIアドレスも登録は必須ですか。

(答)接種実施医療機関のE¶ailアドレスの登録は必須ではありません。E-mailアドレ

スがない場合は、空欄とすることができます。

EB登録の事務

問1E-maiIアドレスの入力は必須ですか。E-mallアドレスを持たない事業者は、登録申

請できないと考えてよいですか。

(答)特定接種の実施時や登録更新時の連絡などに使用するため、事業者のE-mailアドレ

スの入力は必須です。ただし、手引きに記載のとおり、緊急時に連絡が取ることが可

能であれば、代表者の携帯電話のE¶ailアドレスなどでも差し支えありません。なお、

事業所のE-mailアドレスの入力は必須ではありません。

問2.申請書の内容に疑義が生じた場合、登録対象業務の従事者数に係る算出根拠等の照

会を行うと登録要領に記載がありますが、どのような方法で連絡が来るのでしょう

 か。

(答)疑義照会の連絡は、すべて特定接種管理システム上で行います。

問3登録申請しても、登録されない場合もあり得ると考えますが、その理由は厚生労働

省から回答されますか。

(答)登録しない場合には、特定接種管理システム上で、厚生労働省から当該事業者に対

し、理由を付してその旨を通知することとなります。

問4登録申請に関する周知は、厚生労働省のホームページなどでもされますか。

(答)厚生労働省から担当府省庁を経由して周知する予定です。

問5システムの使用方法についての相談窓ロはありますか。

(答)システムの使用方法については、ヘルプデスクを設けております。

ヘルプデスク:

・電話03-5510-3318

費FAXO3-5510-3316

・メールアドレスtokuteisessu@tokuteisessu'

問6軽微な変更は変更の届出が不要とのことですが、どのような変更の場合に変更の届

出が必要となるのでしょうか。

(答)少なくとも、公表事項(登録申請事業者名、事業の種類、事業所名及びその所在地

並びに登録人数(5%以上の増減を伴うものに限る。))、登録申請事業者の連絡先(電

話番号及びE-mailアドレス)及び接種実施医療機関情報(接種実施医療機関名、所在

地及び電話番号)の変更については、変更の届出が必要となります。
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画

問1特定接種による健康被害について救済制度はありますか。

(答)特定接種は予防接種法第6条第1項に基づく臨時接種として実施するものであるた

め、予防接種法第15条に基づく健康被害救済制度の対象となります。
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回
特定接種登録申請書(国民生活・国民経済安定分野)の確認の手引き

登録申請書の内容確認にあたっては、少なくとも以下の事項に留意するものとする。

1申請者(事業者)情

【設立区分(公設機関の開設者のみ)】

・設立区分が正しく選択されていること。

(参考:入力の手引き)

設立主体に応じ①国、②都道府県、③市区町村をリストの中から選択すること。なお、行政執

行法人については①国、特定地方独立行政法人についてはその設立団体に応じ②都道府県又は③

市区町村を選択すること。

【事業者名】

・登録要領の別添1の「事業の種類」及び「事業の種類の細目」に記載された事業を営

む事業者であること。

・法人種別(株式会社、公益財団法人等)が正しく入力されていること。個人事業主の

場合は氏名が入力されていること。

・公設機関において、指定管理者制度等を用いて運営委託している場合は、事業者名に

府省庁名、地方公共団体名、行政執行法人名又は特定地方独立行政法人名が入力され

ていること。

(参考:入力の手引き)

法人名、商号については、登記簿等と一致させること。法人種別については株式会社○○、公

益財団法人△△など、省略せず入力すること。(株)や(公財)は用いない。なお、法人化して

いない個人事業主の場合は、氏名を入力すること。

また、公務員の場合は、その所属機関名(府省庁名、地方公共団体名、行政執行法人名又は特

定地方独立行政法人名)を入力する。

なお、公設機関において、指定管理者制度等により運営を行っている場合は、事業者名には府

省庁名、地方公共団体名、行政執行法人名又は特定地方独立行政法人名を入力し、事業所名に当

該公設機関名を入力すること。

【代表者氏名】

・代表者氏名が正しく入力されていること。特に、個人事業主の場合は、事業者名に続

き、再度、個人事業主の氏名が入力されていること。

(参考:入力の手引き)

登録申請事業者や公務員の所属機関の代表者名を入力する(理事長、代表取締役等。国の場合

は、各府省庁の長、地方公共団体の場合は、都道府県知事、市区町村長等)。

なお、法人化していない個人事業主の場合は、再度、個人事業主の氏名を入力すること。

【産業医の選任の有無】

・事業所情報の備考欄に記載された申請事業者の全従業者数が50人未満である場合など、



産業医の選任について疑義がある場合、必要に応じて登録申請事業者から根拠資料の

提出等を求めることにより、産業医の選任の有無を確認する。なお、事業の種類が、

社会保険・社会福祉・介護事業である場合は、産業医の選任が要件ではないため、確

認不要である。

(参考:入力の手引き)

労働安全衛生法の所定の要件に該当する医師を産業医として選任している場合は「産業医の選

任の有無」欄で「有」を選択すること(公設機関の開設者は、備考欄に入力すること)。なお、産

業医を選任していない場合は登録申請の対象とならない。

なお、登録要領別添1の表の「事業の種類」が社会保険・社会福祉・介護事業に該当する登録

申請事業者は、産業医の選任は不要であるが、管理システムの都合上、「有」を選択すること。

【業務継続計画の有無】

・BCPが作成されていないという情報があった場合など、BCPの作成について疑義

がある場合、必要に応じて登録申請事業者から根拠資料の提出等を求めることにより、

BCPの作成の有無を確認する。

(参考:入力の手引き)

業務継続計画を作成している場合は「業務継続計画の有無」欄で「有」を選択すること(公設

機関の開設者は、備考欄に入力すること)。なお、業務継続計画を作成していない場合は登録申請

の対象とならない。

【備考欄1】

・登録申請事業者が実在する事業者であること。例えば、提出された登録申請書の中か

ら、一部を無作為抽出するなどして、許認可を受けて事業を実施している場合は、許

認可番号、その他の事業については、登記簿に記載されている会社法人等番号により、

事業者の存在確認を行う。

(参考:入力の手引き)

登録申請事業者の許認可番号(許認可番号がない業種にあっては、会社法人等番号)を入力す

 る。

【備考欄2(公設機関の開設者のみ必要に応じて入力)】

・国、地方公共団体、行政執行法人及び特定地方独立行政法人(公設機関の開設者)で

あって、「うち外部事業者の登録対象業務の従業者数」が入力されている場合に、産

業医を選任している旨及び業務継続計画を作成している旨が入力されていること。

(参考:入力の手引き)

公設機関が、4(3)において、外部事業者の登録対象業務の従業者数を登録申請する場合は、

産業医を選任している旨及び業務継続計画を作成している旨を入力すること。ただし、登録要領

別添1の表の「事業の種類」が社会保険・社会福祉・介護事業に該当する場合は、産業医の選任

についての入力は不要である。
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2事業の種類情

【登録対象業務の従業者数】

・申請事業者の登録対象業務の従業者数が、申請事業者の全従業者数を下回っているこ

と。また、他の同規模の事業者と比べて、登録対象業務の従業者数が過大(概ね2倍

を超える場合)となっていないこと。

【備考欄】

・内訳として入力された業務の中に、登録対象業務以外の業務が含まれていないこと。

(参考:入力の手引き)

登録対象業務の従業者数の登録対象業務ごとの内訳を入力する。

3接種実施医療機関情

【備考欄】

・登録申請時に接種実施医療機関が未確保の場合において、入力必須項目にダミー情報

が入力されている場合、申請時点で検討している備考欄に接種実施医療機関の確保方

法が記入されていること。

(参考:入力の手引き)

当該事業所において接種実施医療機関が確保できていない場合は、登録申請時点で検討してい

る方法を備考欄に入力すること。(○○病院(○○県○○市)で実施を検討、未定等)

3



團

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種(国民生活・

国民経済安定分野)の登録のスケジュールについて

平成28年

1月6日 「新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定に基づく特定接種の

登録に係る告示の一部改正及び特定接種(国民生活・国民経済安定

分野)の登録要領について」(平成28年1月6日健発0106第6号厚

生労働省健康局長通知)を発出

申請内容の確認ルートに関する調査依頼

申請内容の確認に都道府県又は市町村を経由する業種に関する確

認する組織、メールアドレス等の調査(当該業種の担当府省庁から、

当該調査及び都道府県又は市町村への申請内容確認の協力依頼を

実施)

(担当府省庁において取りまとめの上、厚生労働省に提出。平成28

年1月29日締切)

・申請内容の確認に都道府県又は市町村を経由しない業種につい

ては、上記調査による担当部署の登録等が完了し、特定接種管

理システムによる確認の体制が整った業種から登録申請の受付

開始(業種別Q&Aが未調整の業種にあっては、調整し次第、

登録申請の受付開始)

2月中 申請内容の確認に都道府県又は市町村を経由する業種に関する確

認する組織、メールアドレス等を特定接種管理システムに搭載(厚

生労働省健康局結核感染症課新型インフルエンザ対策推進室にて

実施。完了後関係省庁等に連絡)

2月5日都道府県への説明会(システムの操作方法等)

3月1日 申請内容の確認に都道府県又は市町村を経由する業種の申請受付開始

6月30日事業者からの登録申請の受付締切

8月31日各業種の担当府省庁による登録申請の内容確認の締切

9月以降登録の実施



別紙5

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種(国民生活・国民経済安定分野)の登録申請書
等の内容確認に都道府県等に御協力いただくことを予定している事業について

    担当府省庁事業の種類事業の種類の細目確認主体

    環境省廃棄物処理業【産業廃棄物処理業】都道府県・鹿掃法政令市

    農水省飲食料品小売業【各種食料品小売業】都道府県    食料品製造業【処理牛乳・乳飲料製造業】(育児用調整粉乳に限る。)都道府県

    飲食料品卸売業【食料・飲料卸売業】都道府県

    飲食料品卸売業【卸売市場関係者】都道府県

    銀行業【農林水産金融業】都道府県

    経産省その他の生活関連サービス業【冠婚葬祭業】都道府県・市町村

    国交省河川管理・用水供給業【河川管理業】道府県
    下水道業【下水道処理施設維持管理業】都道府県・市町村

    下水道業【下水道管路施設維持管理業】都道府県・市町村

   
    社会保険・社会福祉・介護事業【指定居宅サービス事業】都道府県・市町村

    社会保険・社会福祉・介護事業【指定地域密着型サービス事業】都道府県・市町村

    社会保険・社会福祉・介護事業【老人福祉施設】都道府県・市町村

    社会保険・社会福祉・介護事業【有料老人ホーム】都道府県・市町村

    社会保険・社会福祉・介護事業【救護施設】都道府県・市町村

    社会保険・社会福祉・介護事業【障害福祉サービス事業】都道府県・市町村

    社会保険・社会福祉・介護事業【障害者支援施設】都道府県・市町村

    社会保険・社会福祉・介護事業【障害児入所支援施設】都道府県・市町村

    社会保険・社会福祉・介護事業【児童福祉施設】都道府県・児相設置市指定都市

    その他の生活関連サービス業【火葬・墓地管理業】都道府県・市町村
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